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予算審査特別委員会 

                       日 時  令和４年３月１１日（金） 

                            ９：００～１５：０８ 

                       場 所  議場 

 

出席者   委員長、副委員長、委員７名（欠席：なし）、山本議長 

説明員   （追加聞き取り）実延企画課長、榎尾室長 

傍聴者   なし 

書 記   花倉事務局長、佐伯書記 

 

○近藤委員長 おはようございます。ただいまより予算審査特別委員会を開会いたします。 

 本会開会の前に、本日は東日本大震災から１１年たった節目の日であります。いまだ復

興は道半ばであり、現地では、元気なかつての日常を取り戻すために一生懸命頑張ってお

られる姿を目にすることが度々あります。亡くなられた方の御冥福を祈るとともに、多く

の行方不明者の方の早期の発見と家族の元に返してあげることを願って、日南町議会とし

てここで黙祷をささげたいと思います。御協力をよろしくお願いします。 

 黙祷。 

〔全員黙祷〕 

○近藤委員長 直れ。どうも御協力ありがとうございました。 

 本日は、先日、委員の皆様から御要望のありました最終的な聞き取りとして、企画課の

来年度事業のイチョウイベントについての最終聞き取りを行いたいと思います。 

 榎尾室長、よろしくお願いします。 

○榎尾室長 おはようございます。企画課、榎尾です。 

 そうしますと、昨日ございました内容につきまして、４点大きくあったかと思います。

１点目、バスの積算根拠について、２点目、警備員の積算根拠について、３点目、バスの

発着場の考え方について、４点目、自己負担、協力金の考え方についての４点につきまし

て御説明のほうをさせていただきたいと思います。 

 まず、１点目、バスの積算根拠というところとなります。今回、積算させていただいて

おりますのは、マイクロバス、朝１０時から夕方１７時、計７時間ということでバスの見

積りをいただいております。単価としましては、資料のほうでお示しさせていただいてお
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ります１台当たり６万６，０００円ということで計算させていただいております。 

 日数の考え方でございます。こちらにつきましては、次の警備員さんの積算根拠とも関

わってまいりますが、１０月２４日から１１月２０日までの計２８日間、うち平日２０日

間、土日、祝祭日が９日間ということで積算をさせていただいております。平日につきま

してのバスの台数につきましては２台、土日、祝祭日につきましては１日当たり５台とい

うことで積算しておりまして、合計、資料のほうに提示させていただいております５４７

万８，０００円を計上させていただいております。 

 令和３年度の状況のほうを御説明させていただきますと、令和３年度につきましては、

１１月６日、７日、１３日、１４、１１月１９、２０、２１の合計７日間バスのほうを出

しております。この間、前段の６、７、１３、１４につきましては５台、１９、２０、２

１につきましては２台のバスのほう、シャトルバスのほうを出しておりまして、合計１７

１万６，０００円の経費のほうがかかっております。 

 続いて、警備の積算根拠になります。こちらにつきましては、警備会社さんからいただ

いております見積りの中で、日額単価１万７，０００円を採用させていただいております。

土日、祝祭日につきましては割増し料金がつきますので、表の中で、小さくて申し訳あり

ませんが、割増し分１．３５倍した２万２，９５０円を基礎単価として採用しております。

警備員さんにつきましては、平日１９日間につきましては２名、残りの９日間、土日、祝

祭日につきましては４名ということで、計２８日間分の費用を積算で上げております。こ

ちらにつきましては、合計としまして１６１万９，０００円の費用を積算で見込んでおり

ます。 

 令和３年度の実績というとこで見比べますと、今年度、令和３年度につきましては、１

１月２１日、最終日のみ警備員さんのほうをお願いをしております。２名の方にお願いを

した経過がございます。 

 続いて、発着場の考え方というところになります。発着場につきましては、令和３年度

につきましては、役場を発着点といたしまして、旧日野上小学校サテライトオフィスとを

結んだ経過がございます。来年度以降につきましては、何とか町内でお金を落としていた

だける、いわゆる道の駅の裏を発着場と今現在考えております。こちらを起点としまして、

来ていただいたお客様に帰りにこの道の駅で買っていただける、こういうことも考えてい

きながら発着場、道の駅の裏ということで来年度は想定しております。ただし、駐車場の

関係もございますので、この辺り、その他の場所と併用するような形での発着ということ
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も併せて考えていきたい、そのように考えております。 

 最後、自己負担の考え方でございます。こちらにつきましては、同じようにイベント事

業のほうで上げさせていただいておりますホタル乃国の関係でございます。こちらのほう

は、ホタルの保護をするために協力金を頂いているところでございます。このイチョウに

つきましても、同じような形でイチョウの木をよりよい環境で見ていただける、こういっ

た保護の観点、そして、このイベントを継続していくというところを主眼に置きまして、

同じような形で協力金を頂くことを念頭に置きながら開催をしていきたい、そのように考

えさせていただいております。この協力金の金額につきましては、まだまだ検討していか

ないといけない部分がございます。いずれにしましても、皆様方に愛されるようなイベン

トとして末永くやっていくためにも、無理のないような形での継続っていうのを検討し、

協力金を頂きながら末永いイベントとしていきたいと考えております。以上です。 

○近藤委員長 以上、皆様方からいただいた質問について企画課のほうに返答を求めて、

説明をいただきました。皆さん方の質疑をここでお受けいたします。理解いただけました

でしょうか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 どうも企画課の皆さん、ありがとうございました。 

 それと、もう１点であります。農林課のほうのＪ－クレジットの手数料の値上げについ

てですが、なぜ手数料率が５％から１０％になったのかという質問と、直接売買の手数料

はどうなのか、それからまた、日南町だけが手数料を値上げするかという質問に対して、

委員長が農林課のほうで聞き取りをしてまいっておりますので、報告申し上げます。 

 まず最初に、平成３０年９月の決算審査提出資料を見ていただきますと、タブレットで

Ｊ－クレジット販売契約履歴というフォルダがあります。平成３０年９月の決算審査であ

ります。９月の決算審査提出資料。農林課の提出資料です。Ｊ－クレジット販売契約履歴

というフォルダが存在しておると思います。これは、２５年から３０年までの経緯を決算

審査のほうで資料として出されたものであります。それを参考に見ていただきたいと思い

ます。この中にありますように、当初から５％という仲介手数料は契約として成り立って

いたということが分かっていただけると思います。そして、当初は単価が１トン１万円と

いうことで、それに対する５％という契約であったということ。それから、２７年から単

価が８，０００円に値下がりしたということであります。特に、合銀、鳥銀においては、

全店舗挙げて取り組んでもらっているおかげで、全国各地からの購入希望が大変増えてき

たということと、協議の中で手数料の話も話題になり、実績と行動力、合銀、鳥銀の機動
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性を勘案して、アップもやむなしと考えたという説明を受けました。 

 直接売買の手数料についてですが、直接売買には手数料は発生しませんということです。 

 それから、日南町だけが手数料を値上げするのかという質問に対してですが、県内で販

売しているのは日南町と鳥取県と智頭町だけであって、県は４月７日に契約更新を控えて

おりますが、変更の予定はないというとこで、５％のままで据え置くということです。た

だし、販売単価が１トン１万２，０００円で、これを値下げする考えはないという、問い

ただしたところ、そういう説明であったということです。 

 智頭町におきましては、平成２２年に１４９トンを取得されたそうです。現在は全てを

販売してしまっていて今売るものがないようで、こういった問題は発生していないという

報告でありました。 

 以上、皆さん方の質問に農林課のほうで聞き取った報告をさせていただきました。 

 こういうことで、質問を受けられても私が答えられる立場にありませんので、これで暫

時休憩に入らせていただきます。再開は２５分からといたします。９時２５分から総括を

始めたいと思いますので、手元のフォルダ、紙ベースで資料を渡しますので、それを熟読

して、委員会の進行に御協力をお願いいたします。休憩といたします。 

〔休  憩〕 

○近藤委員長 休憩前に引き続き、委員会を再開いたします。 

 本日は、今まで聞き取りました各課の予算説明に対し、皆様方よりいただいた審査意見

を精査して、審査意見として取り上げるか上げないか、また、その文面についての検討を

していきたいと思います。 

 進め方は今までの前例に従っていきたいと思いますが、各１番から３３番まで現在出て

おります。それを順番を追って文言を読み上げます。それを意見として取り上げるか上げ

ないかを逐次諮っていきたいと思いますが、それでよろしいでしょうか。（「はい」と呼

ぶ者あり） 

 それでは、読み上げさせていただきます。 

 １番、全般としてであります。令和４年度予算編成方針において、第６次総合計画、第

２期総合戦略、行財政改革実施計画等各種計画との連動と整合を図るよう指示されている

が、行財政改革実施計画及び公共施設等総合管理計画個別施設計画については、いずれも

ほとんど予算に反映されていない。また、教員住宅の管理を建設課に移管することなどに

ついても、調整が不十分のまま予算編成されている。各種計画の町政における位置づけと
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当初予算の意義を再認識されるとともに、最少の経費で最大の成果が得られるよう事業費

を精査されたい。こういう意見が出ております。これを、この意見書として取り上げるの

か上げられないのか、審議をよろしくお願いします。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 これ、私が提案をしておりますけれども、そこに書いておりますけども、予

算編成方針のところで、編成に当たっては町民の声を聞き、議会からの予算決算に係る意

見、さらには監査委員からの監査意見を真摯に受け止め、慎重に検証検討すること。また、

第６次総合計画、第２期総合戦略、行財政改革をはじめ、過疎地域持続的発展計画及び公

共施設等総合管理計画個別計画等の各種計画との連動と整合を図り、各事業においてＳＤ

Ｇｓ目標達成に向けた取組とすることというふうに施政方針で示されております。予算審

査の中で、まず、行政改革推進項目について、ほとんどのところについて認識すらできて

いないというふうに私は取りました。本会議での質疑についても、例えば時間外勤務の統

一基準の策定ですとか、ワンストップ行政のために出先機関の庁舎統合ですとか、そうい

ったところについて、執行部側はあんまり、町長、自立改革推進本部長、総務課長の段階

でも認識すらされていないというふうに取りました。全体として、３４項目の中について

ほとんどこれまでの取組がされていないというところを指摘したいと思ってます。 

 ４段目にある教員住宅の辺のところについては、書くべきかどうかっていうところは皆

さんの判断をしていただきたいと思いますが、また、予算編成全般でいいますと、ここに

書いておりませんけども、新法人への業務委託あたりについても、これまで十分な詰めが

されてない中での予算編成になっておると思ってます。それは業務委託に向けての要綱で

すとか、契約は４月以降になるとしても、仮契約とかっていう前段の取組についてもされ

てない。特にその中でいえば、観光事業等に対する料金、協力金等の収受あたりにしても、

委託の要綱あるいは契約の中で、委託ですから町がその料金等を収受するのか、この法人

にさせるのか、一旦させたものを町に入れていただくのかというところについても明確で

ないというふうに判断をしております。ということで、ぜひ、全般のところで取り上げて

いただきたいと思います。ただ、一番下の一文についてはなくてもいいのかなとは思いま

す。 

○近藤委員長 提案者から意見の取り上げた趣旨を説明いただきました。広くこういった

意識改革に対して不満をお持ちのようですが、皆さん方どのように。 

 大西保委員。 
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○大西委員 私も、予算審査の中で坪倉副議長が指摘されてました、やはり、大きな柱と

いうんですか、計画って大きな柱なんで、それに沿ってどうなのかということについては、

大変、議会として、チェック機能の中では一番いいことだと思いますので、私は、これに

ついては載せるべきと思います。内容はともかく、これに載せるっていうことです。 

○近藤委員長 そのほかの方の意見もお伺いしたいですが。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 私も計画に対して、実際、新年度予算でどのような形で計画に対して進めて

いくかいうことがやっぱり大きな柱だと思いますので、その部分に関しては非常に同感の

部分があります。 

 それと、あと若干、教員住宅の関係が書いてありますけども、今回いろいろと思うに、

予算要求に当たって、いろんな積算の根拠というのが、やっぱりまだ定かでないという部

分があると思います。確かに新法人の関係の予算、やはりあれだけ大きな事業であれば事

前に情報もいただきたかった部分もございますし、それから、この意見案の中で、ほかに

も、例えば２５番、介護福祉人材の関係でも、予算説明のときに年度中途で要綱を改定し

て云々というような説明もあったり、それから、最後の３０番の分ですね、やはりこうい

うような発電事業に関しても収入の部分の見込みが非常に甘いというようなこともありま

して、いわゆる予算を設定するに当たっての根拠が非常に甘いかなという部分感じました

ので、その部分を今議題となっております計画の部分、それから予算の設定の仕方の甘さ

という部分で２点に分けて意見のほうを付したらどうでしょうかと私は思います。以上で

す。 

○近藤委員長 文言については、また皆さん方に協力していただいて訂正はするといたし

ましても、趣旨として、この１番の項目を残すという意見がお二方からいただきましたが、

それでよろしいでしょうか。（「はい、いいです」と呼ぶ者あり） 

 異議がないようですので、これは意見書として取り上げたいと思います。 

 それでは、２番目、新たに６人の地域おこし協力隊員の採用を予定されているが、その

うち４人の採用見込みが立っていない。予定どおり採用されなかった場合は、隊員の任務

による事業が遅延あるいは実施できない可能性がある。採用が遅れる主な要因は、新年度

予算成立前に隊員の募集をすることができないことであるが、前年度に地域おこし協力隊

員に係る経費（募集経費、隊員報酬、活動経費等）を債務負担行為により担保するなど、

円滑な隊員採用を図られたいという意見を寄せられております。この意見についての皆さ



－7－ 

ん方の意見をお伺いしたいと思います。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 ちょっとこれ私のほうが出させていただいたんですけども、地域おこし協力

隊がこれまで従前の農業研修生を中心とした採用とは変わりまして、令和４年度予算につ

きましては、様々な分野で隊員の募集をされるということでございます。そうなってきま

すと、やはり隊員を採用して働いていただく分野の事業というのが、隊員が採用できるか

否かによって、本当にスタート時期が４月１日からというのは、なかなか厳しいという現

状があるかと思います。そうなると、いわゆる予算の積算根拠に関しても、確かに４月１

日に採用できれば満額が執行できるかと思うんですけども、現状を考えた中で非常に厳し

いのではないかなと思います。そうなってくると、根拠自体が揺らいでくるということも

あると思います。 

 話の中で、聞き取りの中で、やはり予算が成立する前に募集はどうなのかという執行部

としての考え方というのがあったと思います。厳格に言うと、ここに書いてありますよう

に債務負担行為という形で予算を担保して早めに募集をかける、そういうような形をこの

地域おこし協力隊の採用に関してはルール化をしていただいて、スムーズな事業執行を行

っていただきたいという思いで書きました。以上です。 

○近藤委員長 提案者の方から意見をいただきました。 

 皆さん方の考えをお伺いします。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 岩﨑委員の指摘のとおりだと思ってます。地域おこし協力隊に限らず、例え

ば専門職ですとか林業アカデミーの学生とかも含めて、当然に４月からスタートさせる事

業について、あらかじめその採用等の手続に入る、募集に入るというのは事業の進め方と

して当然必要だと思いますが、その過程に、そこがこれまでできていないということが一

つの問題でありますし、その手続を進めるに当たって、債務負担行為という予算上の確保

した上で進めなければならないと思ってます。一般事務の正職とか会計年度任用職員等に

ついては、これは債務負担行為がなくても許される範囲だとは思いますけども、事業とし

て行うものについては、債務負担行為というのを使うべきだと思ってます。日南町は、こ

れまで気にはなってましたが、あまりそういう手続をしてません。だけども、例えば鳥取

県の事務なんかあたりを見ますと、やっぱりそういったところは厳格に債務負担行為を取

って４月から採用というか、事業を進める上での必要な人員の確保などについても債務負
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担行為を取って、債務負担行為取るということは、議会に対して次年度こういう事業を進

めますよということを明確に示すことになるわけですから、やっぱりそこは必要だと思っ

てます。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 私もこれはこのとおりでよろしいと思うし、さすが、監査委員的な立場から

物を発されたなという気もしますし、新しい方向性が示されてよろしいと思います。 

○近藤委員長 お二方から賛同する意見が述べられました。 

 そのほかの意見はありますか。取り上げる必要がないという意見がありましたらお受け

しますが。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようです。これをほんなら採用するということでよろしいでしょうか。（「はい」

と呼ぶ者あり） 

 異議がありませんので、採用するという方向で進みます。 

 続きまして、３番、会計年度任用職員と正職員の間には、休暇や手当の面で大きな格差

がある。制度を改善して格差を縮めるとともに、国に必要な財政措置を求められたいとい

う意見が寄せられております。これについて皆さん方の意見をお伺いします。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これ私、一般質問でも申し上げたことですけれども、重ねて申し上げますと、

例えば、手当につきましては扶養手当、住居手当、それから勤勉手当ですね、こういった

ものが会計年度任用職員の方には支給されてないということがあります。それから、休暇

については、言ってきた産前産後の休暇ですとか妻の出産、妻の産前産後、子の養育とい

うような休暇は有給になりました。これは国の方針が変わって有給になって、この辺はよ

かったと思うんですけれども、依然として、私ごとによる負傷、疾病というのは無給の休

暇になっております。というような感じで非常に大きな差がありまして、この手当、休暇

については、民間の日本郵政が最高裁まで争った裁判では、格差なく認めるべきだという

ような判決も出てますので、そういったことも考え合わせて、ぜひ格差をなくすような方

向で努力してもらいたい。それに対しては、やっぱりお金の問題、財政的な問題というの

は出てきますので、やはりそこは国に措置を求めていくということが必要になってくると

思うので、はい、という意見です。 

○近藤委員長 提案者からの意見を頂戴いたしました。 

 これに対して意見をいただきます。 
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 久代安敏委員。 

○久代委員 私は賛成です。続く４番目の項目も同じような内容で私、提案をしています

けども、やっぱり会計年度任用職員の仕事に頼らざるを得ないのが地方自治体の実態です。

ですから、正職員との格差をやっぱり縮めるようなことに本気になって努力しなければ、

会計年度任用職員の雇用さえもままならないということで、私は、ぜひともこの問題は自

治体の焦眉の課題だと考えてますので、取り上げてほしいと思います。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 先ほど４番の件もありましたので、私、この３番、４番合わせて、特に取り

上げる必要はないんではないかと思います。まず、業務によるプロフェッショナル感に関

しては、やはりそれは遂行する必要がありますけども、この件、毎年出てます。それで、

やはり正職員と会計年度任用職員、違いが、気持ちもあると思いますし、以前もよく言葉

がありましたけども、やはり時間の使い方、例えば、前後にフルタイムではなくて、ある

程度のパート的な時間の使い方でありますとか、責任の問題等々あって、やはり本当に正

職員にもしということであれば、やはり試験を受けて、しっかり勉強されて試験を受けて、

そのルールで採用されると。会計年度任用職員もそれはある程度同じではありますけども、

もう少し、どういいますか、士気がちょっと、どういったらいいんでしょう、もう少し、

何ていうんかな、気持ち的なところでは、やはりちょっとあってもいいんじゃないかなと

思います。これは毎年出てますけども、これは載せる必要がないんではないかと思います。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 私は、どうしても私は民間でいろいろ働いてきた経過がございますんで、こ

の会計年度任用職員は総務省の管轄なんですが、私は厚生労働省の感覚で、民間的な立場

で言いますと、いろんな待遇が、最低ラインは労基法で決められてましたけども、それ以

上の項目についてはいろいろあります。逆に言いますと、民間から見ますと、物すごく優

遇されてるなというのはありますんで、いろんな面で。一つの例を言いますと、民間では

有休をいただけるのは６か月を過ぎてから、初めて１０日間。ところが、いろんな公務員

に、任用職員もですけど、入ってすぐからもう、一例でいくと、もう有休が付与されると

いうことで、いろんな面で、やはり任用職員でもいろんな方おられる。フルタイムで若く

ていう方もおられれば、中年的なパート、また逆に定年後の方もおられる、いろんな形が

おられますんで、全てそういうことを照らし合わすと大変な混乱するし、あくまで採用で

応募されるときは、その条件を確認した上で応募されてると思いますので、なってから、
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この条件ですかね、こうしてくれじゃなしに、やはり、それに受けられるときには、その

条件を、また採用するときの条件をちゃんと確認しながらで、いろんな話合いについては

民間でいくと、労使の場合と、会社と組合ということもあります。そこでお互いに話し合

ってやっていくのが通常ですんで、今現在、会計年度任用職員について２年目になるんで

すけども、いろんな面で改善されていっておりますので、現時点では上げなくてもいいと

思っております。 

○近藤委員長 ここでお諮りします。４番の提案者の方から、３番と同じ趣旨であるので

セットでというような発言があったようにお聞きしました。これは３番、４番合わせての

審議とさせていただきたいと思います。（「はい、いいですよ」と呼ぶ者あり） 

 そのほか、意見。皆さん、４番については読んでやってください。（「はい」と呼ぶ者

あり） 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 まず、今のお話ですけれども、民間との条件の違いはいろいろあるとは思う

んですが、年次有給休暇については、労働基準法上、働き始めてから６か月後に付与され

ます。付与された年次有給休暇の消滅時効は２年ですということで、その点は、少なくと

も公務員も変わらないと思います。この冊子にそう書いてあります。例外があるのかもし

れませんけれども、原則としてはそういうことですね。 

 それで、あと、ちょっと勘違いしていただいて困るのは、３番で問題にしているのは、

あくまでも会計年度任用職員の方と正職員の方との格差です。民間との格差というのは、

格差というか、民間との違いというのはあるとは思いますけれども、そうじゃなくて、公

務員として地方公務員、同じ日南町役場の職員として、先ほど申し上げたような差がある

というのはやっぱり。会計年度任用職員の方も、会計年度任用職員になってから、宣誓書

にちゃんと署名をして勤務するということになりましたし、勤務形態としても１０年以上

働かれてる方も結構たくさんおられますし、もう勤務の形態としては正職員と変わらない

のにこういう格差があるんだということを、そこを何とかしてほしいというのがこの３番

の意見の趣旨ですので、そこは誤解のなきようお願いします。 

○近藤委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 今日は、予算審査の意見の取りまとめであります。今おっしゃっておられる

ようなことは国レベルの制度でありまして、意見書に記載するような内容ではないと考え

ますので、今の３番、４番については審査意見として上げずに、また別の機会で議論をい
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ただければと、私はそのように感じておりますので、御検討をお願いいたします。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 今、同僚委員からちょっと納得のいかない発言です。だって、日南町の条例

で決まっているわけです。条例は、西部一円で同じような条例の制定されたわけだけども、

自治事務で、自治体独自につくることはできるわけなんですよ。国の言いなりに、総務省

が決めたからといって、それに、総務省がやがていろんな改善をするにしても、今ある問

題に対して予算の中で提案されているわけですから。全然検討違いの発言だと私は考えま

す。 

○近藤委員長 ここで、今まで出た意見を若干整理させていただきます。 

 要するに、会計年度任用職員と正職員の間に、仕事の勤務状況にそんなに差異はないの

に待遇面で結構な差があるという趣旨に対して、試験を受け、それなりのハードルを越え

てきた人と、それから条件を認識してパート的な要件の下に応募された方という差がある

ということ。 

 それと、もう１点が、改善が不十分だという意見に対して、年度ごとに改善されてきて

いるので、今ここで上げる必要はないという意見の皆さん方の差があると感じました。そ

のほかに何か意見をお持ちの方がおられましたら発言を求めます。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 もともと正職員と会計年度任用職員の採用の仕方は当然違うわけでありまし

て、本当に一緒になってしまえば、正職員になるよりも会計年度任用職員で就業したほう

がいいというような安易な考えにもならんわけです。もう正式に職員として頑張って勉強

して試験を受けてなられた方と、それは若干、もうほとんど最近は会計年度任用職員にな

ってから待遇は非常によくなって、ほとんど変わらないですよね。そういうことを考えれ

ば、私は現行の状態で別に問題はないというふうに考えます。 

○近藤委員長 最後に、岡本健三委員。 

○岡本委員 すみません、皆さん、あんまり御存じないようなんで言いますけど、これ、

手当を、休暇を同じにしたとしても、差は物すごくあります。まず、初任給、会計年度任

用職員の場合、初任給が、これはもちろん正職員でも決まってますけれども、そのほかに

給与の上限が決まってます。基本的に４年間分の昇給はしますけれども、それ以降は昇給

できない仕組みになってます。今あえてそこには触れてません、そこはちょっといろいろ

難しい問題があるので給与面は触れてませんけれども、手当、休暇が改善されたとしても
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給与面で大きな違いがありまして、試験の面についても、私、別の試験で入った人が同じ

職場で働くということ自身は必ずしも否定しないです。ペーパー試験に優れた人もいれば、

ペーパー試験はちょっと苦手でも現実の勤務には向いてるという方も、あるいは地域の方

を、例えば、まち協の事務長なんかは地域の方を採用するという意味合いもあるので、試

験２種類やるというのは必ずしも悪くはないと思うので、その辺はまだこれから議論の余

地がいろいろあると思うんですけども、ただ現状で、この休暇と手当は、民間でも昔の労

働契約法の２０条、ちょっと新しい法律になって、また法律の名前変わりましたけれども、

とにかく同一賃金同一労働というのは今国が進める方針ですので、それを公務員が無視す

るというのはかえっておかしなことで、その辺のことをちょっと誤解なく、これを改善し

たとしても、本当に差はまだまだ全然ありまして……。 

○近藤委員長 意見賜りました。 

○岡本委員 ちょっと長くなりまして、すみません。 

○近藤委員長 平行線をたどるようですので、ここで採決を取って採用するかしないか決

めたいと思います。また、文言については、後日決めさせていただきます。 

 ３番、４番をセットで皆さんにお諮りいたします。これを採用すべきという方の挙手を

お願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 挙手２名。 

 採用する必要がないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６人だな。採用しないという意見が６名ということで、多数を占めました

ので、これは今後の課題として残すにしても、採用しません。 

 続きまして、５番、単位組織活動費補助金の支払いは、人権教育を全町民の学びを促す

ことに逆効しており、これ、効の字が違うか。（「ごめんなさい、行くに訂正してくださ

い」と呼ぶ者あり）逆効の効の字が違っておりますので、訂正をお願いします。逆行して

おり、特定の地域に限定することは公正ではなく中止すべきである。人権教育を重要な社

会教育と位置づけ、教育委員会に所管を移すことを検討すべきである。この意見に対して

の皆さんの意見をお伺いします。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 この問題、以前から申し上げておりますけども、まず、単位組織活動補助金
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ですよね。いわゆる特定の地域に補助金を今出してます。このやり方は、人権教育を全町

民で本当に進めていくという趣旨から考えて、特定の地域に限定した補助金の支払い方は

全くもって不公正だということも書いてます。その人権教育というものを本当に重要な、

日南町だけでもちろんないわけですけども、人権教育、本当にこれから進めていく上に当

たっては、やっぱり所管の、今総務課の所管ですけども、社会教育としてしっかり位置づ

けて、教育委員会に所管を移すことも検討する時期ではないかというふうに私は考えます。

男女共同参画の事業なんかもありますけども、みんな全て人権センターで今やられてます

けども、人権センターのハードそのものを含めて、やっぱり日野上の地域振興センターも

このたび予算で改修されるわけだけども、やっぱりあそこの位置にある人権センターの運

営の仕方も含めて、やっぱり２００２年にこの法律がなくなった、法的根拠がなくなった、

２０年になるわけですよね。ですから、やっぱり改めて検討すべきであるということの趣

旨で、ぜひとも取り上げていただきたいと考えます。以上です。 

○近藤委員長 この意見について皆さん方の意見をお伺いします。ありませんか。 

 ないようです。これを……（発言する者あり） 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 私もこの意見取り上げるべきだと思います。やっぱりこれから求められてい

ることは、広い人権教育、社会教育ということですので、もちろん同和問題ということを

忘れてはいけませんけれども、そういったものを含めて教育委員会でしっかりと位置づけ

て人権教育を進めていくべきだと思いますので。 

○近藤委員長 取り上げるという意見が２名の方よりいただきました。取り上げる必要が

ないという方はおられないようですが……。 

 古都勝人委員。 

○古都委員 今の、別にどこの課に所属してということはあまり関係ないことでありまし

て、つい最近までは教育委員会が所管した時期もございました。総務課になって支障があ

るというもんでもありませんし、今、広く人権の活動、助成の関係、いろいろやっておら

れまして、非常に落ち着いてきた時期でありますので、これをあっちに持っていくとかこ

っちとかいうやな議論は今必要ないと考えますので、私はこれは載せなくてもいいんでは

ないかなというふうに考えておりますので、御検討をいただきたい。 

○近藤委員長 そのほか、採用する必要がないという意見も出ましたが、そのほかの方の

御意見をお伺いしたいと思いますが。ありませんか。 
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 荒木博委員。 

○荒木委員 この問題について、ちょっと年数は覚えてない、平成２８年に法律が新しく

施行されているというふうに思っております。それに基づいてやっぱり施行されていると

いうふうに思いますので、この問題は特に取り上げなくてもよろしいというふうに解釈い

たします。 

○近藤委員長 質疑を終了させていただきます。 

 この５番の人権施策推進事業及び人権センター管理運営事業に対しての意見を取り上げ

るべきだという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 取り上げる必要はないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よりまして、この項目は、取り上げることにいたしません。 

 続きまして、６番、企画一般管理事務についてであります。行財政改革実施計画（令和

２年度から６年度）について、これまでのところ、その取組が十分と言えない。令和４年

度は計画期間の中間年にも当たることから、実施計画の達成に向け鋭意努力されたい。こ

の意見について皆さん方の意見を頂戴したいと思います。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 １番にも行財政改革のことが書いてありますが、それは１番では予算への反

映、反映といいましょうか、ということでありまして、ここでは行財政改革個別項目の推

進について、特に進めていただきたいということであります。自立改革推進本部の事務と

してこの行財政改革の推進がありますけども、４年度、特に力を入れていただきたいとい

う思いであります。ですので、１番のところとは趣旨が違うと御理解をいただきたいと思

います。 

○近藤委員長 ということで、１番については、予算に向けて計画に沿った予算の執行を

してほしい、執行いうかな、反映させてほしいという思いと、計画自体を達成されるよう

促すという趣旨のものだそうです。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 これは、１番の中に包含できると思います。行革のことも１番で触れられて

おりますので。１番の文言を若干文章を変えることによって、要するに令和２年度から６
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年までの実施計画についてでしょう、がきちっとされるようにということの趣旨だから、

１番の修正で対応できると思いますが、どうでしょうか。 

○近藤委員長 文章をつくるには、恐らく２つに分けたほうが楽なとは思います。それと、

若干ですけど、自分の読み取ったところで、中間年ということで、これがちょっと提案者

にはひょっとしたら思いがあるのかなという気がしました。 

 大西保委員。 

○大西委員 私は、これは１番に何とか。残しておいて、後でもう一度文言を。１番も相

当長い文書になってますんで、これも削除していくので、そこの何行、行の問題じゃない、

中身なんですけども、これも放り込めるような形にされたほうが、やっぱり計画、もう重

要な計画なんで、ではどうかと。後でまた、要するに今回これは残しておいて、次にまた

話をしてはいかがでしょうか。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 先ほど委員長もおっしゃってましたけども、１番は予算編成からの部分に対

する考えが中心であります。計画は予算に反映されていないというところ。やっぱりここ

でいうのは、行財政改革推進事務自体が不十分であるので、特に４年度は力を入れてほし

いと、中間年でもあるしということでありますので。特に４年度というのは、検討するこ

とのいろいろ３４項目のうちに、例えば民間委託について検討するとかというようなこと

があって、検討の最終年なんです。５年、６年で実行に移すかどうかっていうところなん

ですけども、ですので、分けて取り上げていったほうがより分かりやすいしインパクトが

あると思ってます。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 戻りますけど、１の最後の２行目に、各種計画の町政における位置づけと書

いてあります。こういった形、やはり大きく、各種計画だったら各種計画の中でこれをし

たらいいんかなと思いますので、取りあえず１とこれを、６番を重ねて、また文章を考え

たらいかがでしょうか。 

○近藤委員長 この趣旨について皆さん方にお諮りします。 

 この趣旨を採用する必要はないという方の意見がありましたらお受けします。（発言す

る者あり）この趣旨、採用するのに当たって、１番と一緒にする、それから別にするは置

いといて、この６番の趣旨を採用する必要があるかないかについて、これを採用する必要

がないという方の御意見がありましたらお伺いします。（「なし」と呼ぶ者あり） 
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 ないようですので、これは、先ほど大西委員がおっしゃられましたけど、残して１番と

合同するのか、また、あるいは別建てで意見書として取り上げるのか、再度検討していき

たいと思います。では、これを残すということにします。 

 ７番、関東・関西の両町人会を、東京や大阪を会場に開催することを再考し、日南町内

で開催することのほうが費用対効果が大きいと考えるので検討することという意見をいた

だいております。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 細かいといえば細かい話なんですけども、私、これまでずっと東京、大阪で、

たまたま去年とおととしは開催ができなかったけど、ずっと何年か何十年か前に日南村か

どっかで日南町出身者を招いてされたこともあったと記憶していますが、やっぱり日南町

に本当に、予算審査のときにも申し上げましたけれども、日南町に本当に知ってもらうと、

実態を、リアルに。それで、ふるさと納税とかいろんなことを東京の関東町人会、関西町

人会の人に訴えるというようなこともありますけども、やっぱり本当に日南町の現場に来

ていただいて、まずは、よく知ってもらうと。役場の企画課の職員は、出ていくよりもむ

しろ大変だとは思います、迎えるほうがね、実務的にも。だけども、そういう難儀をされ

ることがまちづくりにもつながると考えてますので、できれば予算、いつも秋口に、１１

月ですかね、開催されていますけども、しっかり事業そのものを検討されたいという趣旨

であります。以上です。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 私は、この問題はある意味ちょっと変わった提案ではありますが、ただ、こ

れは載せる必要がないと思います。ここに費用対効果が大きいと書いてあります。私は、

決して大きいとは思いません。そして、日南町に来てくださいということでした。逆に、

私は同僚議員に東京、大阪の町人会に行って現場を見てくださいと申し上げたいです。 

 まず、東京や大阪でされるからこそ、そこで事務局があって、日南町というこのキーワ

ードですね、これを酒のさかなにして盛り上がる、そこがやっぱり大事なんです。高齢の

方もいらっしゃいますし、若い方も当然いらっしゃいます、少ないですけども。日南町に

来てというのであれば、お正月やお盆は帰省するし、同窓会の補助金もあります。ですか

ら、これを特に上げる必要はないと思います。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 意見を出されました久代委員の気持ちも分からんではないです。そういう形
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もありかなとは思いますけれども、ただ、執行部が予算を提案されたということは、もう

関東、関西の町人会の役員の方々といろいろと調整をしながらこういう形で進めるよとい

うことで予算を提案されてます。あえてそれを意見として曲げる必要はないと思います。

ただ、今後の在り方については、こういう意見もあったよというところで、実際に意見書

に上げるまでもなく、次回、その先についても役員の皆さん方と調整していろんなやり方

を検討いただければというぐらいのところで思います。以上です。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 提案されたことについては、趣旨としては賛同いたします。しかし、現実問

題として、関東及び関西において自主的な組織として町人会を設置を組織されて活動され

ております。そういう状況の中で、確かに日南町に来ていただくということができればい

いんですけども、それぞれの組織の会員の拡大あるいは行事への参加等、それぞれ課題を

抱えておられる中で日南町まで来ていただくというのは、現実的になかなか難しいではな

いかなと思っております。趣旨は理解しますけども、現実的な対応として、今年度これの

実現を目指すということは難しいと思いますので、取り上げる必要はないと思います。 

○近藤委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 私も提案された方の思いは痛いほど分かるわけでございますが、町人会設立、

職員時代にした経過があって、各校区ごとの役員を関東、関西に配置していただいて、そ

の方と相談をして、どのように運営するかということをやってきたわけでございまして、

先ほど提出委員からもありましたけども、一度日南村に来てくださいということでやって

みました。そうすると、会社を２日も休まないといけんというようなことがあったり、そ

れから、半分ぐらいの人が実家に帰って泊まると。日南村でお金を払うよりは実家に帰っ

て泊まるけえ、あしたの朝また来るけえというやなことで、なかなか盛会にならなかった

経験をいたしております。ですから、それは各ブロックの役員さんと事務局が相談をして、

事務局が提案してみてどうかなというようなことも考えないと現実的でないと。坪倉副議

長の言われたように、やはり負担を少なくして参加者を増やす、こちらから出向いて日南

町をＰＲするというのが現実的だと思いますので、上げる必要はないと考えております。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 私も上げる必要はないと考えております。私も関東のほうには２回ほど行か

せていただきました。大阪にも行かせていただきました。そこでやはり話ししますと、結

構年配の方がおられて、大阪でしたら奈良からで、あるいは京都からであるとか、やっぱ
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り大阪のここでやるから来れるんだと。それで、関東行きますと、埼玉だ、群馬である、

そういった遠くから、ここだから来たんだよという方、その方でしたら１日往復すればい

いし、大阪近辺であれば、本当に昼から３時間程度の会合なんで出やすいということを言

われてましたんで、私にとってはそういった形でこっちから出ていって、いろんな情報交

換しながら、そして、最終的に一番いいのは、もし成功された方が日南町に企業申請する

なり、また萩原珈琲のような形でいろんなつながりが出来上がってくるので、私は、将来

的にどうなるか分からん、現時点でこのまま続けるべきであって、上げる必要はないと思

っております。 

○近藤委員長 審議をここで打ち切らせていただきます。皆さん方の意見として、提案者

の思いは大変よく分かるという言葉が多くありました。ただ、聞き取りの調査のときでも、

執行部のほうの説明の中で、向こうの事務局と話し合って、その中で、このたびは東京、

大阪を会場にやるという趣旨の説明もあったように認識しております。ここで採決を取る

必要があるでしょうか、提案者の方。取ったほうがよろしい。 

 久代安敏さん。 

○久代委員 採決まで取らなくても、私の趣旨は、やっぱり何年かに一度は、やっぱり日

南町に来ていろいろやってもらうという趣旨になるので、採決をする必要はないと思いま

す。 

○近藤委員長 思いは分かるという意見が大変多かったので、意見があったことは伝えた

いし、また、別の機会でも提案という形でしていただけたらと思います。 

 ８番、新しくスタートした「たったもカード」行政ポイント事業を、町内外に積極的に

アピールすることという意見です。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 たったもカードについては、皆さん、議会内も町民の皆さんもよく知ってお

られるのですけども、このたび、カード１，０００枚、町外の方に発行するということも

あっております。その点について、やっぱり日南町が取り組んでいるこの事業、特に行政

ポイント事業についても、なかなかよく分かりにくいということが、スタートしたばかり

ですからありますが、担当課のみならず行政機関の皆さんは積極的にアピールして、本当

に有効活用できるような仕組みに、さらに頑張っていただきたいという意味で、簡単な提

案をしてみました。以上です。 

○近藤委員長 この意見に対して、取り上げる必要があるのかないのか、お伺いします。 
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 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 まず、提案された方への質問も含めてですけども、町内はよく分かりますが、

町外の人が日南町の行政ポイントを得られるチャンスっていうのは、そんなに多くないと

思います、この一覧を見る限り。ですので、どの程度を想定されているのかっていうこと

をまずお聞きをしたいし、ここに触れられているのは行政ポイント事業ですから、たった

もカード全般の利用については町内で買物を促すという意味では理解できますけども、行

政ポイントについて町外の方がどれだけ利用のチャンスがあるのか、そして利用されるの

かっていうことを考えたときには、非常に、それほどの効果は期待できないと思っておる

ということです。どうでしょうか。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 あの文章は、ちょっと文章そのものが、行政ポイント事業は町内に限定され

てます。ただし、たったもカードそのものは、町外に１，０００枚、このたび発行すると

いう事業です。だから、せっかく発行しても、カードの、何ですか、意味がなくなるとい

うことが心配されるので、町内外にという意味です。行政ポイントは付与されませんから。

それは、私も……（発言する者あり）町外の人にはですよ、ということです。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 この間スタートしたばかりということで、いろいろと議会にも事前に委員会

等に説明があったりしております。予算のほうも組まれて、無事スタートもしたわけでご

ざいます。多分、提案委員も、思いは頑張れよという言葉だと思います。その思いという

のは多分通じておると思います。あえて意見として上げるべきことではないと思います。 

○近藤委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 まず、その行政ポイント、行政ポイントだけじゃなくて私広く宣伝してほし

いですけども、行政ポイントについて、町外の方も取られる可能性はあります。例えば、

今上がってるだけでも、日南町民大学は普通に町外の方でも参加できますし、あと、今ち

ょっとこれよく見たら上がってないんで何でかなと思ったんですけども、ふれあい人権講

座なんていうのも、もし追加してもらえれば、町外から参加されてる方もおられます。だ

から……。 

○近藤委員長 中身については若干、この提案の意見に対しての一応……。もし、あった

ら、次回にでも自分のほうから提案していただきたいと思います。 

○岡本委員 だから、要するに言いたいことは、行政ポイント取られるチャンスもありま
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すし、その機会に宣伝することも可能ですし、町外の方に対しては。あと、町内の方に対

しては、やっぱりお一人暮らしの御老人なんかが１万２，０００ポイントの行政ポイント

が少なくとも付与されるので、そういう方がそれを無駄にするのは非常に残念なので、そ

ういった意味でも、私は宣伝を広くしていただきたいというふうに思います、あらゆる機

会に。 

○近藤委員長 分かりました。 

 それでは、質疑を打ち切りたいと思います。 

 この８番の意見に対しての採用するか否かについて、皆さん方の意思をお伺いします。

これ、採用したほうがよいという方の挙手をお願いいたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名であります。 

 採用する必要がないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名であります。 

 これは、たったもカードはどんどん使っていく必要はあると思いますが、あえてこの予

算審査の意見には取り上げることはいたしません。 

 ９番、電算管理運営事務としまして、令和２年度にホームページをリニューアルされ、

３年度から情報発信専門員を採用し情報発信の充実に取り組まれているが、掲載内容が不

十分である。ＳＮＳの有効活用を含め、町民に必要な情報を伝えるとともに、町外の人た

ちにも本町の魅力や取組が伝わるような充実した情報発信に努められたいという意見をい

ただいております。この意見について、皆さん方の採用すべきか否か、その意見をお伺い

します。 

 １０番についてもあるわけですが、これは同時に同じホームページを取り上げておられ

ますが、別に一つ一つの項目について採用すべきか否かをお諮りしたほうがよろしいでし

ょうか。それとも一緒でもよろしいでしょうか。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 ９番、１０番は同じような趣旨です。１０番は、私が提案しました。よって、

一緒に取り上げるか否かについて審査してもらいたいと思います。以上です。 

○近藤委員長 若干違いますけど、９番、１０番をできたら一緒なあれで取り上げていき

たいと思います。 
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 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 まず、９番は私が提案したところでありますけど、本当に１０番にも触れて

おられますように、これまで度々、予算決算の意見で取り上げてきた項目であります。ぜ

ひ取り上げていただいて、重ねてになりますけども、取り上げていただけたらと思ってま

す。９番の出だしのとこに、令和２年度っていうふうにしてますけども、令和２年度の事

業でリニューアルにされましたけど、運用は３年４月１日ということを御理解をいただき

たいと思います。 

 １０番にあります「各担当課で」というところも当然ありますけども、ホームページの

構成自体も含めて、本当に誰もが、町内あるいは町外の人も興味を持って見ていただける

ような構成も含めて、情報発信をお願いしたいと思います。 

○近藤委員長 すみません、１０番の文言を読み上げることを忘れておりました。ここで、

１０番を読み上げていきたいと思います。 

 ホームページの更新、保守については、これまで機会あるたびに指摘しているが十分で

はない。各担当課で、担当職員と打合せ時間を決めて管理に努められたい。そのためにも、

ＩＴに詳しい専任職員の採用も進めるべきであるという提案であります。 

 ９番、１０番のことを、皆さん方の意見をお伺いしたいと思います。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 ９番も１０番もホームページのことは共通しておると思います。いろんな議

員も一般質問のときに質問したりというようなことで、実態として、やはりコンテンツの

充実というのはできていないと思いますし、誤った情報っていうのもあると思います。情

報発信専門員というのを採用されているわけですけれども、誰がその掲載に対して責任を

持っていくかと、あるいはチェックをするかというようなところが、やはり不十分じゃな

いのかなと思います。これは、載せてもいいと思います。ただし、１０番の最後のほうに

あります「そのためにもＩＴに詳しい専任職員の採用も進めるべきである」というのは、

この分は、ＩＴに詳しいっていうのはどこまで、情報発信専門員という立場とは、また全

く違う人だと思います。いわゆるこの専門員というのは、確かに情報セキュリティーの関

係とかシステムの構築とかそういうような部分のところであって、そういう部分はほぼ、

情報セキュリティーの研修とかいう部分では職員が対象になるわけですけれども、技術的

な部門というのはほとんどが実際には委託業務としてやっているという実態を考えたとき

に、この最後の部分は、なかなかこれだけのＩＴに詳しい専門職員というのは厳しい状況
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にあるかなと思いますので、この分はちょっと省いたがいいんじゃないかと思います。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 いいです。岩﨑委員案で。 

○近藤委員長 この９番、１０番を一つに組み合わせて採用したほうがよいという意見を

いただきましたが、採用する必要がないという意見の方がおられましたら、発言を求めま

す。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようですので、９番、１０番を採用するということに決しました。（「はい」と呼

ぶ者あり） 

 ここで暫時休憩をいたします。再開は、４５分、１０時４５分から再開といたします。 

〔休  憩〕 

○近藤委員長 委員会を再開いたします。 

 冒頭に、岡本健三委員より、先ほどの発言に対する訂正の申入れがありました。これを

許します。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 すみません、お時間いただきましてありがとうございます。 

 先ほど、年次有給休暇をいつから取れるかという、会計年度任用職員のところで、６か

月後じゃないと付与されないというお話をしましたが、これは労働基準法上のお話であり

まして、公務員の場合、必ずしも労働基準法には縛らないということで、日南町では柔軟

な対応をされてるということを確認しましたので、だから、６か月たたなくても有給休暇

を取得できるというふうにされてるという、そのこと自体、私いいことだと思いましたけ

ども、私のさっきの発言は間違っておりましたので、おわびして訂正いたします。どうも

すみません。 

○近藤委員長 それでは、青年結婚・ＵＩターン促進事業、１１番であります。読み上げ

ます。移住定住を効率的に推進するために多くの業務を新法人に委託されるが、新法人の

体制が十分整っていない中、委託業務が想定され、委託料２，９６６万１，０００円が予

算に計上されている。効率的かつ有効的に委託業務が遂行され、期待する成果が上がるよ

う新法人を指導されたいという意見をいただいております。これに対して皆さん方の意見

をお伺いします。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 まず、新法人に業務を委託するっていうのは、去年の３月の町長の施政方針
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説明からスタートしておりますけども、令和４年４月１日から業務をスタートするに当た

って、本当に準備が不十分と言わざるを得ない。そういう状況の中で、委託経費、観光事

業を含めると７，７００万ですけども、この青年結婚・ＵＩターンでいきますと２，９６

６万１，０００円が計上されております。新法人との業務委託の契約、あるいはその前の

委託するための要綱あたりもまだ不十分な段階であると理解をしておりますが、そういう

経過の中で委託されるわけでありますので、下の２行にあるように、期待する成果が上が

るようにしっかりと法人を指導いただきたいと。特に気をつけなければいけないのは、委

託費、委託料でありますので、基本的に町が行うべき事務事業を法人に委託するというこ

とでありますので、その成果の帰結は全て町のものになります。ということからして、企

画課は相当気合を入れてといいましょうか、真剣に法人と向き合う必要があると思ってま

す。 

○近藤委員長 という提案者からの趣旨の説明がありました。 

 皆さんの意見をお伺いしたいと思います。 

 ないようですが、この意見を採用するということでよろしいでしょうか。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 この新しい法人ができて委託されるわけですから、まだ事業も進まない中で、

予測をして指導しなさいというのもいかがなものかというふうに考えますが。まだ、立ち

上がってもいない法人に対してしっかり指導してくださいというのも、なかなか難しいも

んがあるんじゃないかなというふうに思いますが。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 先ほども言いましたように、３年度当初から、これに向けては事務を進めて

きておられます。新法人の設立登記はまだできてませんし、業務委託契約もまだなんです

けども、それはもう既定の事実として執行部も議会も認識の上で進めてきておりますし、

具体的に予算に計上されているということですから、その予算の執行に当たって十分な指

導は当然だと思ってます。 

○近藤委員長 委員長として、確かに準備が整っていない中で、この議会に予算計上され

たということであります。十分中が、要綱なども議会のほうになかなか示されていないし、

中の人員の確保についても十分でないので、予測できないから成果が上がるように指導、

要するに予算を認めるので、指導はしっかりしてくださいという趣旨に自分は取りました

ので、ここで審議することは大丈夫だという認識でおります。どうでしょう。 
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 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 確かに非常に情報不足、最終的にも、最終的っていうか、審査の中では積算

の根拠というのも追加の資料で出していただいたという経過もあります。それに対して、

やはり非常に大きな事業でもありますし、あえてここで青年結婚・ＵＩターンというより

も、もう一つ、法人に対してはやはりそっちの観光の、観光振興ですよね、これも含める

わけなんで、意見として出すんであれば、２つの項目で出すほうがいいではないかと思い

ます。やはり観光に対しても同じような予算も、これより大きな予算もついておるわけで

ございますんで、委託先としては一つなわけなんで、青年結婚と併せて観光振興の対策事

業もということで上げたほうが明確になって、意見としても分かりやすいんではないかと

思います。以上です。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 岩﨑委員から提案があったいうことはもっともだと思います。この各項目の

表題の取り方についてどうするかということはあろうかと思いますが、観光事業と一体と

なった新法人の取組について指摘をすべきのはいいと思います。ですので、例えば最初の

全般のところで、新法人に対する取組とかっていうような取上げ方も可能なのかなと思い

ますが、項目の起こし方については検討をいただきたいと思います。 

○近藤委員長 提案の変更といやあおかしいですが、要するに、新法人についての意見書

とするということで提案者の変更も了承されております。新法人に対する意見書としてこ

れを採用することに御異議ないでしょうか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようですので、中の文言を「新法人に対する意見書」と変更して、また提案したい

と思いますので、よろしくお願いします。 

 続きまして、１２番、県のふるさとでの新しいライフステージ補助金（補助率２分の

１）に基づく補助事業であるにちなん新生活応援奨励金は、年齢制限や妊娠中などの条件

があり、非常に利用しにくいばかりでなく、町が移住者の属性を限定していると誤解され

るおそれがある。県が要綱を改正するまで当該事業を休止されたいという意見書を提出さ

れております。これについて皆様方の意見をお受けいたします。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これ以前も提出させてもらったんですけども、状況変わっておりません。条

件として満３９歳以下ということですとか、あるいは以下のいずれかの要件を満たすこと

ということで結婚をして３年以内であること、妊娠中であること、世帯内に小学校入学前
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の子がいることというような、どれかを満たさなきゃいけないということで、非常に限定

されてます。小さな子、町へそういう若い方ですとか、小さなお子さんを迎え入れたいと

いう気持ちは、もちろん私もあるんですけれども、それをこういった形で補助金として採

用するのはかえって、じゃあ、ほかの人はどうなんだという話にもなりますので、これは

もっと広い方の移住定住を促進するような要綱に県が書き直してくれるまで、この制度、

補助金は一旦休止したほうが私はよいというふうに考えております。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 まず、この県のふるさとでの新しいライフステージ補助金、県は県で日南町

は日南町でやっております。それから、県が要綱を改正するまで当該事業を休止されたい、

これは現在やっているものを止めるのは、移住定住を町長がやろうとやってる、やろうと

してるのにやはり逆行しますし、別に止める必要はないであろうと思います。よって、こ

れは載せるべきではないと思います。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 この内容の補助は、町のホームページの県外から引っ越ししてきたらという

ことで、にちなん新生活応援奨励金ということで、一律２０万円、県外から転入したら３

９歳以下だとか転入を出してから２か月以内だとか、結婚して１０年以内にまた高校入学

前の子供がいるとか、引き続き日南町に居住する意思がある、私はこれで十分だと思う。

これは引き続き２０万円いただけるし、県の補助金は２０万、半分ですか、これはいいと

思うわけです。ただ、今、提案者から言われた、妊娠中などの条件ってあえてここには書

いてないんですが、その要綱まで見てませんが、妊娠中いうか、いろんな方がおられるの

で、枠ですね、やはり人口増を目指そうということですので、私はあえてこれは今の現在

の奨励金はこのままでいいんで、あえて審査意見出す必要はないと思っております。 

○近藤委員長 そのほか意見ありませんか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 補足ですけども、この補助金そのものはふるさとの、ふるさとっていうのは

新しいライフステージ補助金ということで、県の補助金の要綱に従ってやっております。

ですので、先ほど申し上げた結婚して３年以内であること、妊娠中であること、世帯内に

小学校入学前の子がいることっていうのは、これはどれかを満たすっていうのは、これは

県のもともとの要綱ですので、町のホームページにも書いてありますし。私の言いたいこ

とは、日南町、ほかにもたくさん移住定住を進める補助金がありまして、県がそちらに援
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助してくれるというんであればそれは大いに進めていくべきですけれども、これは本当に

物すごい限定された補助金なのでこれをあえてやる意味はあんまりない、むしろそういう

ことをすると、何かちょっと日南町自身の意図を移住定住者に対して何かそういう目で見

てるのかっていうような、そういう意図を生みかねないんじゃないかというふうに私は考

えるのでやめたほうがいいというふうに、これに関してですよ、これだけですよ。そうい

う考えです。 

○近藤委員長 質疑を終了します。 

 この１２番の提案に対して採用すべきと考えておられる方の挙手をお願いいたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名であります。 

 必要ないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よって、これはこのたび採用はいたしません。 

 続きまして、公共交通確保総合対策事業について、１３番、１０月からのデマンドバス

のドア・ツー・ドア運行が実施されるが、利用しやすい予約、運行システムを準備され、

コンパクトビレッジの実が上がるよう取り組まれたいという意見をいただいております。

皆さんのこれに対する意見をお伺いします。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 下の１４番も一緒に考えられたほうがいいと思います。 

○近藤委員長 すみません。読んでおりませんでした。 

 １４番も同時に話し合ったらということです。１４番を読み上げます。１０月からのデ

マンドバスのドア・ツー・ドア運行に当たっては、住民に仕組みや制度をしっかりと周知

されたいという意見書が出ております。確かに同じような項目でありますので同時に話を

進めていきたいと思います。 

 意見がありましたらよろしくお願いします。 

 大西保委員。 

○大西委員 この２つ、これはこれからのことで大変いいことじゃないかと私は思います。

載せてはどうかと思いますが。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 先ほどの大西委員と同趣旨です。特に年度中途から始まるドア・ツー・ドア



－27－ 

の制度です。ですから、住民の皆さんにやっぱり事前によく周知されることが必要だと思

いますので、全く新しい仕組みになりますので、公共交通の観点から大事に事業を執行さ

れたいという趣旨でありますのでよろしくお願いいたします。 

○近藤委員長 これを取り上げる必要がないという意見をお持ちの方の発言を求めます。 

 ないようですので、１３番、１４番を一つにまとめたものを取り上げていきたいと思い

ます。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 続きまして、商工総務一般管理事務についてであります。１５番、日南町内の地域内循

環促進を目指すキャッシュレス決済事業の活性化には、より多くの店舗の加入が求められ

る。加入は店舗側のメリットの必要性もあるため、１，２００円／月の負担金は事業開始

をした日南町が負担すべきであるという意見であります。この意見についての皆さんの意

見を求めます。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 これはやはりまず日南町内の地域内経済循環を促進するため、それでそれに

は一番はやはり店舗、使えるところ、加入店舗が多いのがまずは一番だと思うんです。そ

うするとやはりこれは、店舗の中には、月々の負担金がなかなかきついという店舗もあり

ますし、やはりこれは事業を開始した日南町、事業の総事業費の中にこの負担金も入れる

べきではなかったんかなと思います。ちょっと先ほど詳しくちょっと、詳しくっていうか、

得た情報では、端末利用料っていうのは月に１，２１０円で、端末ＳＩＭ使用料っていう

のが、これは移動販売などのケースによるものですが、５５０円というふうにちょっとお

聞きしました。そうすると、移動販売、例えば日南町も軽の移動販売車がちょっと走って

て、非常に地域では住民の皆さん買物されてたり助かってるように感じます。ですから、

やはりこの負担金っていうのは非常に店舗によっては負担が大きいので、これはぜひやは

り日南町が負担して、もう少し日南町内での事業の拡大とか有効性を高めてほしいと思い

ます。以上です。 

○近藤委員長 この趣旨の説明に対して、皆さん方の意見を求めます。ありませんか。 

 大西保委員。 

○大西委員 これ維持費というんですか、そういう形でもしこれでいくと、全て町が見る

と８０万から９０万、これから店舗数も増えていく、どうなのか。ちょっと調べにゃいけ

ないのは、今現在だんだんカードとかありますね、あれもあると思うんだけど、あれがど

うなったか、店舗負担なのか、それと同等なのかどうか分かりませんけども、これについ
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て町が全部負担すべきかどうか、今ちょっと私ここで判断できませんが、その辺だんだん

カード等もあると思うんで、ちょっと調査すべきかなと思います。それでまた検討したい

と思いますが。 

○近藤委員長 聞き取りの中で３か月間の検証期間という無償の期間があって、その３か

月の間に商工会とその後の運用について検討を進めていくというような回答はありました。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 ここのところはちょっと予算書見ますと、補足資料見ますと、別途キャッシ

ュレス決済の事業の事務補助金ということで、多分これ旧商工会への補助という形の、こ

の辺りでいわゆる大きく、個人業者さんですけども、大きく取られて商工会という組織に

対しての支援、補助もやっていらっしゃるというのが、ちょっとこの中身がどういうふう

な形での補助なのか分かりませんけれども、それと、このさっき意見のありました直接店

舗側への負担というものを町が支援すべきという考え方、ちょっとやっぱりここのところ

はもうちょっと実際にトータル的にキャッシュレス事業を展開するに当たって、商工会、

それから個人事業者のところの経費的なところをもう１回ちょっと考えないと、単純に負

担すべきというふうな考え方にちょっとならないんですけども。すみません、以上です。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 岩﨑委員も発言されましたけど、この辺について審査調査が十分できてない

っていうことは反省として持ちながらですけども、３か月間試行期間を取って、その後の

対応について協議を検討するということであります。まず、全てこれを町が負担をすると

いうことになると、大西委員も言われましたけど７０万、８０万という経費になります。

それで活性化すればいいとは思ってますので検討はすべきだと思いますが、もうちょっと

状況を見てもいいんではないかなと思ってます。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 附属資料の３３ページに、商工会に対してキャッシュレス決済事業事務補助

金３６０万が補助金としてあります。今、櫃田委員が言われた月々の利用料のことについ

ても、商工会と、主管は商工会がやってるわけですから、町が委託して商工会がやってい

るわけですから、やっぱり商工会ともう少し当該商店の方が実態を言われて、交渉の余地

があると思いますので、よく相談されることがまず第一かなというふうに私は今、現時点

では感じています。 

○近藤委員長 質疑を打ち切ります。 
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 今までの意見をトータルしますと、やはり初めての事業であり、３か月間無償期間があ

る、それからまた商工会事業者、どちらに対する補助になるのか分からないし、商工会が

どれだけこのたびのキャッシュレス事務の補助金が含まれているのか分からないというよ

うないろんな話があって、もう少しその３か月という期間を持って状況を見たほうがよい

んではないかということです。 

 一応採決を採りたいと思います。１５番を……（発言する者あり） 

 採決の前に。必要ですか。（「できれば」と呼ぶ者あり） 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 すみません。文面の問題だと私は思うんですよね。これ完全に負担すべきで

あると書き切っちゃってるのでちょっと抵抗あるとも思うんですけれども、やっぱり負担

することも含めて検討してくださいという意味合いで意見を上げることは私は大切だと思

うんですけれども、という。だから、このまま賛成ですかというと、このまま賛成ではな

いですけれども、趣旨として意見を上げることには私はちょっと文面は変えたほうがいい

と思いますけれども、そういう意見です、私は。 

○近藤委員長 ほんなら、改めて皆さん方に問います。この文言を採用すべきであるとい

うのと、文言を変えてでも採用したほうがよいという意見があるように思います。このま

んまで採用したほうがよいという意見もあるわけですが、この３点について採択を採りた

いと思います。この……（発言する者あり）言いたい。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 結局、この地域内循環によって町内の商工業者さんがいわゆる収益が増える

とか、そういうようないろいろな結果がまだ出てない、始まったばかりで。やはりその中

で本当にそういうような活性化、金額的なものとか、そういうものがある程度見えてきた

段階で、それっていうのはまずやっぱり、まずは個人事業者さんが把握されるであろうし、

その結果というのは商工会でこのキャッシュレス決済システムに対しての効果っていうの

も判断もあると思います。やっぱりその段階で、こういう本当に支援が必要かどうかって

いうのは、その段階でやはりある程度データが整った時点で検討されればいいのかな。今

ここで意見として上げるのはちょっと早過ぎるんじゃないかなと私は思います。 

○近藤委員長 それでは……（発言する者あり）言いたい。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 先ほどの私は発言をいたしましたけども、よくよく考えると、確かに無料期
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間３か月は経過した後、この経費がかかる時点になったときに、じゃあやめたわ、やめま

すっていうところが多く出るような心配がないのかどうなのかっていうとこがあります。

確かに売上げの大きいところはメリットはありますけども、売上げの少ないところは本当

に負担が増えてメリットが少ないっていうことも想定をされます。ですので、まず一つは

商工会への３６０万の中身、積算についてもいま一度確認をしたいということが一つと、

先ほど来発言があっております、今後検討すべきっていう考え方はあるのかなと思ってお

ります。今ここで意見を上げるかどうかっていえば、どちらかといえば上げなくてもいい

のかなとは思ってます。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 今回、日南町としてはこれが初めての事業ということですけども、これの事

業をしてるのが新見市の東上町ですかね、東城町、広島、どっち、広島の東城町を丸々参

考にしてやってるそうなんで、そういった先進地にいきますと、日南町独自でもいいんで

すけども、その辺を参考にして商工会がこの案をつくったそうなんで、やっぱりちょっと

運用状況を見てからではいいと思うんで、これは取り上げなくてもいいんじゃないかなと

思います。 

○近藤委員長 質疑を終了します。 

 まず、この文言を採用すべきという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ないようです。では、今後、皆さんの意見は十分この制度について検討が

必要という意見がたくさんありました。今後も引き続き議員の皆さんはこの制度について

注視していただきますようお願いして、これを採用いたしません。 

 １６番、観光振興対策事業についてであります。２０２１年３月に山のパンフレットを

作成されたが、パンフレットを使って人を呼び込むに当たっては頂上の整備もすべきであ

るという意見をいただいております。これに対して、皆様方の採用すべきか否かの意見を

お伺いします。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 ２０２１年３月に作られた立派な山のパンフレットがあって、トレッキング

と古事記を同時に楽しめる山というふうに案内されています。そのほかの山も当然載って

ますし、それだけのものを作られて観光振興に尽くす、どうぞ来てくださいって言うには、

やはり受入れ側、ホスト側というんですか、山ですからなかなかちょっと難しい部分もあ
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るんですが、全てではなくいっとき、短時間でなくても、少しずつでもやはり整備してい

く、草刈りがたしか３５時間ぐらいですかね、草刈りの時間がちょっと設計に上がってま

したけども、やはりこれはそういった感じで整備すべきだと考えます。以上です。 

○近藤委員長 そのほかの意見を求めますが、ありませんか。 

 意見がないようです。では、これを採用するということでよろしいでしょうか。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 パンフレットを作って、頂上の何か所の山かというのはちょっと確認が私は

できませんけども、主な山については、例えば船通であるとかについてはちゃんと整備を

されているわけですので、あえてここで頂上の整備をすべきであるというような予算も大

変かかるわけですので、上げる必要はないというふうに思います。 

○近藤委員長 そのほかの意見ありませんか。 

 意見がないようです。質疑を終了します。 

 １６番を採用すべきという方と、必要ないという意見が出ました。 

 採用すべきという方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 １名です。 

 このたび採用する必要はないという方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ７名です。このたび採用することを見送ります。 

 続きまして、住民課、環境保全対策事業についてであります。１７番、環境審議会の実

施計画が例年２回より３回となっている。町長施政方針の脱炭素社会に向けての自治体宣

言を行い、計画づくりには広範囲な内容精査が必要と表明された。実施可能な計画づくり

を１２月までに完了されたいという意見をいただいております。皆さんの意見を求めます。 

 大西保委員。 

○大西委員 これ私が出したんですが、環境のことを約もう１０年近くやっておりまして、

町は。令和４年度終わりますと第３期、１１年目に入るわけですけど、今まで特に第２期

の計画が目標とか内容、実績把握とか、大変私が思えば実施可能でもない、ただ単なる数

字を集めてるだけということなので、本当に町長の昨年の方針であえて言われましたグリ

ーンドリーム計画ということまで言われて、今回は県からもアドバイザーを入れてやると

いうことですので、ただこれも３回やるということですが、やはり充実した実効性のある
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本当の計画をつくっていただきたいんで、年度内ではなしに、１２月というあえて書いた

のはそういったことでございますんで、よろしくお願いいたします。 

○近藤委員長 そのほかの意見はありませんか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 １９番も環境審議会に関する意見ですので、併せて御検討いただければと思

います。 

○近藤委員長 分かりません。自分とすれば計画に対してのことと、ごみの減量化という

ことでちょっと内容的に違うかなということで分けたわけですが、一緒がいいでしょうか、

それとも分けて審議したほうがよいのかお伺いします。 

 大西保委員。 

○大西委員 私は、審議会の中でこのごみの減量、二酸化炭素の削減、排出いのは、これ

はもう計画の中に入りますので、この部分はそのまま１７番の中に包含されます。ただ、

じんかい処理事業の改善というのは、ちょっとこれはどうかなと思いますんで、上のごみ

の減量、それから二酸化炭素の排出は当然計画の中に入りますので、これはいいと思いま

す。 

○近藤委員長 いうことは……。 

○大西委員 重ねていいです。 

○近藤委員長 提案者２名の方から１７番と１９番を一緒に審査してほしいという意見で

ありますが、そちらのほうで進めさせていただきます。 

 １９番を読み上げます。環境審議会で抜本的なごみの減量と二酸化炭素の排出削減につ

ながる方策を幅広く検討し、新たな環境基本計画に反映するとともに、じんかい処理事業

の改善に役立てられたいというのが１９番であります。 

 両方環境審議会についてと、それから環境基本計画についての内容を示されております。

皆さん方の意見を求めます。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 １７番と１９番を先ほど一緒にということがありましたけども、文言によっ

ては一緒でもよいかもしれませんが、１９番のほうはじんかい処理事業の改善ですよね。

１７番のほうは審議会自体なので、これは別のほうが、一緒でもいいし、文言によっては

一緒かもしれませんが、私はこれは別のほうがいいんではないかと考えます。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 
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○坪倉委員 私は一緒にしたほうがいいと思います。ただし、じんかい処理事業の改善に

役立てたいという部分を削って、環境基本計画の充実につなげるっていうことでよろしい

と思います。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 私も坪倉委員の意見でいいです。 

○近藤委員長 文言については、また後日いろいろ話し合う必要があろうと思います。た

だ、今の意見の中で、要するにごみの問題とそれから環境基本計画の内容、要するに１７

番では実施可能な計画づくりをしてほしいというのが大きな趣旨であるように思いますし、

また、ごみの減量化につながって二酸化炭素の排出削減につながるような基本計画にして

ほしいという１７番と１９番の意見と読み取りました。そういった中において、じんかい

処理事業の改善については削除するかしないかというのは後日決めることとして、以上の

点で皆さん方の合意を得てこれを採用したいと思いますが、どうでしょう。（「異議な

し」と呼ぶ者あり） 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 これはいいです。ちょっと細かいこと言うちゃいけん。 

○近藤委員長 いや、聞いときます。 

○岩﨑委員 ちょっと細かいことなんですけど、１７番の最後のほうに実施可能な計画づ

くりという表現がありますけれども、いわゆる計画っていうのは目標を定めてそこに向か

って事業を進めていくっていう位置づけであり、もちろん計画をつくったときにはそれを

やるんだぞという思いはあるわけなんで、基本的に。あえてこの実施可能な計画づくりと

いう表現をしなくっても、いわゆる計画っていうのはやるんだぞという表明なわけなんで、

何かこれまでがあまりにもできてなかったからこういう表現になったかもしれませんけど、

どうなんでしょうか。毎年多分見直しもありますですよね。そういう位置づけの中でこう

いう表現がどうなのかなという一つの思いがありますが、どうでしょう。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 この実施可能な計画づくり、あえて町長が表明された文をそのまま引用しと

るわけ。町長がそう書かれたんです。私そこに資料これ持ってますが、これホームページ

で見れます、町の。どんだけずさんか。もう２年前の実績が今出てきて、それもリサイク

ル、１つの事例いくと、リサイクル率がこんなんですよ。２０パーなって、翌年は３７パ

ー、次の年は二十何パーだ……。 
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○近藤委員長 すいません、今その話はまあちょっと……。 

○大西委員 というようなことなんで、実施可能な計画づくり、もう一つのポイントは、

１２月までっていうのが大きなポイントですので、よろしく。 

○近藤委員長 また文言を精査するときにそういった考え、思いをお伺いしたいと思いま

す。 

 それでは、１７番と１９番を併せて採用ということで、また、中の文言については再協

議お願いします。 

 続いて、１８番、水質検査委託料でセントラルファーム鳥取農場の排水検査の町が実施

する定期検査は監視が目的であるが、実施時期、時刻、場所、検査項目等見直しが必要と

考える。農場の管理、施設、設備状況を確認し、測定データの分析を行い、検査費用の削

減に努められたい。なお、臨時検査費用については、泡、濁り発生があった場合は、農場

が負担することという意見をいただいております。これに対して皆さん方の意見を頂戴い

たします。 

 大西保委員。 

○大西委員 じゃあちょっと私がこれ出しとるんですが、令和３年度の予算審査でも水質

検査費用は鳥取農場が起因するので全てということで言いましたが、町長答弁であるとか、

住民課長のあれで、臨時検査で泡、濁りが発生した場合は持っていただくということが、

ちょっと１０歩ぐらい、１００歩下がってそれでしていただきますけども、検査をずうっ

と８年ぐらいやっておるんですが、そのデータを全然生かされていない。ここで事細かく

言ってもいけませんけども、不要なデータ、ずっと同じデータであって、やっぱり監視し

てるのは何を監視してるのかということもあるんで、それの精査が必要だと思います。こ

れで約百四、五十万の費用がかかってますので、その辺と必要経費をきちっと見て、必要

な検査、必要な時期に必要なようにやるように見直しが必要ということで上げさせていた

だきました。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 私は⑳番を提案しました。今一緒に議論してもらえばいいと思います。要は、

やっぱりこの間、約８年間ぐらいですね、セントラルの鳥取農場の汚水処理問題がずっと

議論になってきてきました。議会も西部総合事務所に申入れに行ったりした経過がありま

す。ですから、やっぱりこの問題解決をとにかく喫緊の課題として急ぐことが必要である

という大きな、まずはお金の問題は検査のために発生する問題であって、汚水処理を本当
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に一日も早く解決するということが主眼であります。そのためには、鳥取県の指導も日南

町とともに、鳥取県の行政指導が第一だと私は汚水処理の法律の問題としてもあると思い

ますので、とにかく動きを早めてもらいたいという趣旨で２０番は提案しましたので、２

０番と一緒に併せてぜひとも取り上げていただきたいというふうに考えています。 

○近藤委員長 ２０番の提案者から１８番と併せての審査をしてほしいという申出があり

ました。２０番は汚水処理問題という一つのくくりとしてその解決を求めておられます。

また、１８番は水質検査委託料という汚水処理問題の中の一部分を切り取った提案となっ

ております。その点について１８番の提案者の方は了承していただけますでしょうか、ど

うでしょうか。 

 大西保委員。 

○大西委員 大きくは２０番が頭で、私は、一つは水質検査という一つの切り口なんで、

こういう費用が発生してる。要するに、無尽蔵でいろいろ管理しない状態でこんだけ費用

かかってるんだということもはっきりしとかないといけないんで、ですから２０番を頭に

して、そして１８番をひっつけていただければいいと思いますが、どうでしょうか。 

○近藤委員長 ということで、２０番を取りあえず読み上げさせていただきます。 

 ２０番、セントラルファーム鳥取農場の汚水処理問題の解決は喫緊の課題である。鳥取

県と連携してスケジュール感を持った対応を急がれたいというのが２０番であります。 

 ２０番と１８番を同時な項目として、汚水処理問題の解決という一つのくくりとしてこ

の意見書に採用する必要がないとお考えの方の意見を特に求めます。 

 では、１８番と２０番を併せたものは採用するということで、また文言については皆さ

ん方に検討をお願いしたいと思います。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 続きまして、２１番、じんかい処理事業についてであります。西部広域行政管理組合負

担金のうち、ごみ処理施設建設費（基本設計、用地選定などの費用）の支出は取りやめ、

一般廃棄物処理施設整備基本構想の白紙撤回を組合に申し入れたいという意見を頂戴して

おります。これについて意見を受け付けたいと思います。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 この一般廃棄物処理施設整備基本構想なんですけど、今、用地選定委員会が

開かれて用地選定に向けて進んでるところではあるんですけれども、ごみ発電をすると、

しかも今のところプラスチックを燃やすという方向で進んでおります。全く時代に逆行す

るやり方、ごみ発電はリサイクルではないという大臣の発言もありましたし、ごみ発電、
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大規模なごみ発電始めてしまうと、どうしても止められなくなってしまう、それを。プラ

スチックを燃やさざるを得なくなってしまうという、そういう状況に陥る、その基本構想

ですので、これははっきり言って実現不可能だと思います。実現不可能なものに対して毎

年費用が、そんなに多額ではないとはいえ、費用が支出されていくのは非常に無駄だと思

いますので、もうこの支出はやめたほうがいいと私は考えます。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 じんかい処理事業につきましては、もう西部広域で方針が決まり、もう進め

ておるわけです。ですから、今さら白紙撤回は有り得ないと考えておりますので、これは

削除すべきと思います。 

○近藤委員長 そのほかの質問をお受けします。 

 ないようですので、採決に移らさせていただきます。２１番について採用すべきとのお

方は挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 採用する必要がないという方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。このたび、採用を見送らせていただきます。 

 ２２番、国民健康保険特別及び全般ということでいただいております。国保税の子供の

均等割を未就学児のみ半額免除（総額年間約６万円の試算）するために２７５万円かけて

システム改修を行うことになっている。システム改修をするこの機会に未就学児だけでな

く１８歳以下全員に対して全額（総額年間１００万円前後）免除すべきであるという意見

をいただいております。これについて皆さん方の意見を頂戴いたします。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これはちょっとひどいお役所仕事だと思うんですよね。国の方針で、国保税、

子供の均等割を未就学児のみ半額免除ということで、それはそうなんですけれども、ただ

日南町では子供が少ないので、試算していただいた結果、６万円足らずでした。令和４年

度はどうなるか分かりませんけども、でもそんなに変わらないでしょう。そのために２７

５万円かけてシステム改修をすると。 

 これ、以前は私が１８歳以下全員に対して、全額、総額年間１００万円前後を免除すべ

きだと言ったら、システム改修にお金がかかるから、それはできませんという答弁が以前
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はあったのに、今回それよりもずっと少ない６万円のために２７５万円をかけてシステム

改修すると言ってるんで。国の方針でシステム改修はしなきゃいけないんでしょう。だっ

たら、もう一緒に、もう１８歳まで子供の均等割は全部免除するということで対応するの

が効率のよい事務の進め方だと私は思いますので、ぜひこの意見、採用していただきたい

と思います。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 いろんなセーフティーネットをいろいろやっておるわけですけども、もとも

との国民健康保険の成り立ちを考えたときに、これが一番の柱なんです。国保には扶養家

族という概念がありませんというのが基本なんです。それが基本になっておりますので、

あえてここでは上げる必要はありません。 

○近藤委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 国保のことですけども、このシステム改修の２７５万円もかけてやるのに、

国がたまたま未就学児だけを半額にしましたけども、日南町単独で条例改正すれば１８歳

未満の子供に対しても均等割をなくすことができるので、この際、国保保険料の賦課が始

まる前に全額免除という条例改正をされるべきではないかなというふうに考えます。以上

です。 

○近藤委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 先ほど大西委員が扶養家族ということをおっしゃってましたけども、ただ、

すみません、繰り返しになりますけれども、国がそもそも半額免除はやろうとしてるんで。

あと、知事会なんかも子供の均等割については、収入のない子供に対して均等割を求める

のはどうなのかと、免除、減免してくれということはもう知事会も国に申し入れておりま

すので、その点は、方向性としては、これがなくなっていく方向というのはほぼ間違いな

いと考えていいと思います。 

○近藤委員長 つまり、システム改修を行う機会を捉えて、本分とすれば、本狙いとすれ

ば、未就学児だけでなく１８歳以下全員に対しての全額免除をするということを意見とし

て提出したいということでよろしいですか。このシステム改修に関して、また半額免除と

いうことは関係なしに、この機会を捉えて１８歳以下全員に対して全額免除してほしいと

いう意見を上げるべきだということでよろしいですか。 

○岡本委員 はい、そうです。 

○近藤委員長 以上、それについて上げる必要がないという意見がありましたらお受けい
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たします。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 子供の均等割部分については、やはり国の指針に沿って進めるべきだという

ふうに私は考えておりますので、今回上げる必要はないというふうに思います。 

○近藤委員長 質疑を終了いたします。すいません。 

 この国民健康保険特別会計及び全般について、この意見を採用すべき方は挙手をお願い

いたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 採用する必要がないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

 ５名です。このたびは採用を見送らせていただきます。 

 ここで暫時休憩をいたします。再開は１時からとさせていただきます。 

〔休  憩〕 

○近藤委員長 休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 引き続き審査意見の取りまとめについて審議をお願いいたします。 

 国民健康保険特別会計予備費として、２３番、新型コロナウイルス感染症に罹患した際

の傷病手当は被用者のみでなく事業主も対象とされたいという意見をいただいております。

これに対して、皆さん方の採用すべきか否かについての意見をお伺いしたいと思います。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これも以前から申し上げてることなんですけれども、特に今年度、今年度と

いうか令和３年度ですね、持続化給付金１００万円だったのが、これが終わりまして、事

業復活支援金、個人では最高５０万円に減額されてます。それから、家賃支援給付金も終

了しまして、あと県の応援金などもありますけど、期間が限定されてたり認証店のみが対

象だったりというもので、なかなか十分な、特に小規模の事業者の方に対して十分な支援

が行き届いてないんじゃないかと思います。それで、さらにオミクロン株も出てきて、本

当に誰がいつ罹患しても不思議じゃないというような状況になってますので、小規模の事

業者、一人でされてたり、あるいは、本当に少人数の従業員の方でされてたりするところ

の事業主の方に安心していただくためにも、対象を被用者のみではなく事業主も対象とし

た傷病手当を出したほうがいいと思いますので、意見を上げました。 
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○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 今、提案者は意見として意見で、もともと傷病手当というのは給与をいただ

いている方、要するに、事業主ではなしに給与をいただいている方が病気によって収入が

なくなるということが傷病手当の基準でございますので、もし雇用主、社長になれば、じ

ゃあ、それで月幾らの報酬なのかも、経営者によって幾らなのか、１００万であったり１

０万であったりマイナスだったり、いろいろあるわけで、飽くまでこの傷病手当というの

は雇用されている方の給与をなくなるので補償しようというのがもともとの目的で、給与

の３分の２というのが基準でございますので、あえてこれについては必要ないと考えます。 

○近藤委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 事業主の方の場合、はっきりした給与が分からないというところはあるかも

しれませんけれども、ただ、事業の収入といったものから基準を設けて、石見町などでや

ってますように基準を設けて支給するということであれば、もちろん、たくさんもうけて

て、そんな必要ないという事業者の方もあるでしょうし、そういった方には別に支給はし

なくてもいいと思うんですけれども、本当に小規模の商店、理美容室ですとか小売店とか、

いろいろたくさんありますので、そういった方をカバーするために設けていただきたいと

思います。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 これは、飽くまで国民健康保険特別会計なんで、そういったとこでいきます

と、当然支給が多くなれば翌年の保険料アップにつながりますので、国民健康保険の基準

に照らし合わせて、先ほど言いましたように、この傷病手当というのは勤めてる方の補償

なんで、雇用主には関係ないということです。それで、雇用主の場合は自分で、例えば、

いろんな保険へ入っておればいいわけでございますので、まず算定基準がもうばらばらで

すんで、働いている方はちゃんと賃金台帳があって、きっちりとその給料が分かるのでい

いわけですけども、それができませんので。以上です。 

○近藤委員長 そのほかの方の意見はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようですので、これの採用すべきか、それとも採用する必要はないという採決を採

りたいと思います。この意見を採用したほうがよいという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 採用する必要がないという方の挙手をお願いします。 
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〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よって、この項目は採用しないということに決します。 

 続きまして、２４番、後期高齢者医療特別会計及び一般であります。後期高齢者だけが

被保険者であるリスク分散をしづらい保険制度に改めるよう国へ申し入れられたいという

意見が出されております。これに対して、皆さん方の採用すべきであるのか採用はしなく

てよいというのか、意見を受け付けたいと思います。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これもずっと申し上げてることですけれども、世界的にも後期高齢者だけ別

の保険制度というのは非常の珍しい制度です。改善を、町単独で改善というのはなかなか

難しいでしょうから、改めるような国への申入れというんですかね、そういったことをや

っていっていただきたいと思います。 

○近藤委員長 そのほかの意見はありませんか。 

 古都勝人委員。 

○古都委員 前回もお話ししたんですけども、予算審査の意見の範疇ではないと、国に申

入れをされたいというようなことは、また議論が必要であれば別の機会にやるべきであっ

て、予算審査にはなじまないと考えます。 

○近藤委員長 そのほかの意見はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようです。 

 ２４番の項目を審査意見として取り上げるべきだと思う方の挙手をお願いいたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 取り上げる必要はないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よって、これは取り上げないということに決しました。 

 次、２５番、介護保険事業についてであります。介護福祉人材育成奨学金の実施要綱を

令和４年度中に改正するとの説明があったが、事前に要綱の改正案を示し、適正な算出根

拠により予算要求をされたいという意見が出ております。これに対して皆さん方の意見を

お受けいたします。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 これは、最初のほうの全般のところで予算編成の方針についてというところ
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に併せて書いて統合したらいいかなと思いますので。 

○岩﨑委員 冒頭申し上げました。 

○近藤委員長 冒頭の１番です。 

○岩﨑委員 １番の予算編成において云々というのがあって、要は予算をもうちょっと精

査して提出してくださいというところに含めていただいたらよろしいかと思います。 

○近藤委員長 １番に組み入れるという趣旨は分かりますが、そこに介護福祉人材育成奨

学金の項目を明記したほうがよいとお考えですか。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 要綱とかそういうものがもう既に改正するんであれば、その案を示していた

だいたりしてやるべきなので、いわゆる予算要求に対しての根拠というものが足りないも

のが多々あったという中で、全般の中で、ですから１ページの１番目ですね、全般の中で

予算の適正な積算とかをしてくださいという意見の１項目としていただいたら結構でござ

います。 

○近藤委員長 という提案者からの修正及び意見として賜りました。 

 この２５番を１番に組み入れた形で、この介護福祉人材育成奨学金に限らず予算を要求

されるときには根拠をしっかり示し、要綱なども決められて予算を要求されたいというよ

うな文言に変えたらよいという意見がありましたが、そういう方向での審議に入りますが、

これを採用しなくてもよいという方の意見がありましたらお伺いします。 

 それと、文言の訂正も、もしありましたらお受けしときます。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 １番に組み入れる、統合することについてはいいと思いますが、まず２５番

のところで、基本的に予算要求をされたいという指摘ではないとは思います。既に予算、

町として編成をされとるので、予算編成の過程において積算根拠をしっかりと示すべきだ

ということだろうと思います。それで、１番に統合するとすれば、やはり６番の行財政改

革についてはきっちりと行革の推進について項目を立てていただきたいと思います。 

○近藤委員長 すいません、最後のあれが分かりませんでした。再度、最後の部分を。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 いや、というのが、午前中の審議の中で１番と６番を統合するというような

議論がありましたので、そうではなくて、予算編成の過程とかっていうことを重きに置く

ならば、６番の行財政改革の推進については別項目を立てていただきたいということです。 
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○近藤委員長 分かりました。要するに、午前の審議の中で、この１番と６番を併せた意

見書の取りまとめを決議しておりましたが、この２５番の項目を１番に加えるなら、趣旨

からいって、行政改革実施計画というのは別建てにしたほうがよいではないかという意見

であります。要するに、この３本を一つにするのには大変ボリュームが大きくてえらいん

ではないかという、中の要求すべきものも変わってくるということですので、皆さん方の

意見をお伺いします。 

 意見がないようです。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 要は、予算の精査をしてしっかりとしなさいというところと、行財政改革の

計画の一つという位置付けになると、１番の冒頭に書いてある総合計画とか総合戦略も併

せて、計画というまとまりの中で意見を付したらどうでしょうか。どげなもんでしょうか。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 例えば、総合計画、過疎計画あたりのことについては、捉え方によりますけ

ども、予算編成、予算の中に大枠で取り入れられておると思ってます。 

 しかし、行財政計画３４項目について、ほとんどのところがこれまでのところで検討、

議論もされていないし、４年度予算にも反映されてないと。そこまでは１番に入るんです

けども、これから先、あと４年、５年、６年、計画期間３年間の間に目標達成のためにし

っかりと調査、議論をして行革計画目標を達成するよう努めてほしいということですので、

趣旨は違うと思っています。 

○近藤委員長 すいません。２５番を取り上げるということなら、これ、委員長としての

要望というか考え方として申し述べさせていただければ、３項目を一つの項目として上げ

るには大変難しいところがありまして、はっきり言ったら細分化した文章のほうが委員長

とすればつくりやすいという要望があります。趣旨に沿ったものに分けた文章につくるほ

うがいろんな趣旨を重ねた文章をつくるよりも楽なという、ちょっと今思いがしておりま

すが、その点、どのように皆さん方はお考えでしょうか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議ないということですけど、それでは、２５番も取り上げるということでよろしいで

すか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 ほんなら、取り入れるということで、１番と６番と２５番をトータル的に見て、その趣

旨に沿った要望事項に変えていきます。 

 続きまして、２６番、地域子育て支援事業。国の負担割合が１０分の１０の臨時特例事
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業により学童保育職員の処遇改善を図られたい。また、この機会に直接子育て支援に関わ

るケアワーカー全ての処遇改善を図られたいという意見が寄せられております。この意見

に対して、採用すべきか否か、皆さん方の意見をお伺いします。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これは国の施策で、一連のケアワーカー、ケア労働者に対する処遇改善とい

うことで、看護職員の方、それから介護、保育、学童保育などの職員の方の処遇改善をす

るということのその一つなんですけれども、日南町では、皆様、今まで予算の聞き取りが

あったとおり、介護関係、日南病院ですね、それと、病院の看護関係と福祉会の介護関係

の方は処遇改善、今手続をされているということですけれども、保育士と学童保育の方に

ついてはしないという答えでした。それで、やっぱり学童保育の職員の方も国がせっかく

上げろと、しかも９月までは１０分の１０で予算措置もすると言ってるので、ぜひ申請し

て手続していただきたい。確かに、それで学童保育の職員だけでなく、ほかにも幾つか事

業がありますので、ケア労働に関わる方、子育て支援に直接携わる方、皆さん、この機会

に上げていただければ不公平ということもないと思いますのでという、そういうことです。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 いろいろと行政に携わる職員、いろんな様々な職種がございます。それを、

この職種はこうだああだという一つ一つを、その仕事が大変だとか、いろいろとあります

けれども、それを是正というか、いわゆる公務員としての給料法というものの中で運用さ

れとる部分でありますので、こういう意見を付すのは必要がないと思います。 

○近藤委員長 質疑を打ち切ります。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 子育て、学童保育は実際には社協に委託されている事業がほとんどなんです

よね。ですから、直接公務員の働きとは、労働条件とは直接は関係ない。社協に委託され

ているわけです。だから、この文書でいえば、社協の労働者の処遇改善を、要するに委託

料ですよね、町が出しとる社協への委託料をもう少し増やすべきじゃないかという、そう

いう申請を行政としてするべきじゃないかと。国の、せっかく助成制度が９月まであるわ

けですからという趣旨であって、当然、意見として上げるべきだと私も考えます。 

○近藤委員長 そのほか意見ありませんか。 

 審議を打ち切ります。 

 それでは、２６番の項目に対して採用すべきとお考えの方は挙手をお願いします。 
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〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 採用が必要ないとお考えの方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。この項目は、このたびは見送らせていただきます。 

 ２７番、介護保険特別会計について。介護福祉士の処遇改善に伴い１０月から行われる

見込みの介護報酬の引上げに対し、それに伴う介護サービス利用料の引上げを抑制する何

らかの対策を実施されたいという意見が寄せられております。これに対して皆さん方の意

見を求めます。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これもケアワーカーの処遇改善に伴うことなんですけれども、介護について

日南福祉会では９月までの補助金を申請されるということで、９月まではいいんですけれ

ども、今度１０月からは介護報酬の引上げでこの処遇改善を対応するということに今のと

ころはなっているようです。介護報酬を引上げしますと、１割負担という利用料もどうし

ても自然に上がってきてしまいますので、処遇を改善することは大切なんですけれども、

その負担が利用者にしわ寄せが来ないように国がそういう十分な対応をしてないのであれ

ば、やっぱり町が利用者を守る、利用者が利用しやすいように、介護サービスを利用しや

すいように努力すべきだと思うので、意見を上げました。 

○近藤委員長 そのほか意見はありませんか。 

 意見がないようですが。 

○花倉事務局長 全般なんです。介護の報酬が上がれば点数が上がる、その分だけ個人負

担が増えるっていうような流れだと思いまして、介護保険特別会計全般のいろんなところ

ということで、こういう書き方になっています。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 処遇改善で上がっていく、そしてサービス料といいますが、やはりいろいろ

バランスもありますので、全体的に見た中で。それから、これはもう国の政策になって、

それをあえて日南町ではどうしようかということでありますので、これはいろんな本当に

難しい内容もありますので、あえてここで上げる必要はないと思います。 

○近藤委員長 そのほか意見ありませんか。 

 坪倉勝幸委員。 
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○坪倉委員 令和４年度の当初予算、編成をされて提案されておりますけども、この項目

について、予算執行、直接的に影響はないものと思っておりますので、上げる必要はない

と思ってます。 

○近藤委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 捉え方ですけども、予算執行には関わってくると思います。いろいろな給付

費、介護の給付費の問題になってくるので。現実問題として予算上、あるいは補正予算で

対応するという手ももちろんあるんですけれども、予算上対応する必要があるんじゃない

ですかということで意見を上げさせてもらってます。 

○近藤委員長 捉え方がいろいろあろうとは思います、各議員において。 

 そのほか、ないようですので、ここで審議を打ち切らせていただきます。 

 ２７番の項目に対して採用すべきと考えておられる方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 採用が必要ないという方の挙手をお願いいたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よって、このたびは採用いたしません。 

 ２８番、教育委員会のほうですけど、認定こども園管理運営事務について。国の保育士

等処遇改善臨時特例事業の交付申請を行い、保育士などの処遇改善を行われたい。この事

業はケアワーカーの処遇改善とともに男女の賃金格差を縮める効果もあり、ぜひ実施され

たいという意見が寄せられております。これに対しての皆さん方の意見を頂戴いたします。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 これも一連のケアワーカーの処遇改善ということで、保育士の方の処遇改善、

ぜひ取り組んでいただきたいということです。９月まではちゃんと国から特例事業で予算

措置もされておりますし。あと、それから、保育士の方は特に会計年度任用職員の方が多

くて、場合によっては民間よりも給料も低いような、待遇が悪いような方もおられますし、

それから、女性が非常に多いということで、男女の賃金格差を縮めるという効果も、いろ

んな効果がありますので、ぜひ、もう一般と同じだからという、それだけでやめるという

ことはしないでいただきたいということです。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 これこそ、町の職員として給料表に定められた給料を支払っとるということ
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で、特に意見として取り上げる事項ではないと思います。 

○近藤委員長 そのほか意見はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようです。ここで質疑を打ち切ります。 

 ２８番の項目を取り上げるか取り上げないか、取り上げるという方の挙手をお願いしま

す。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 取り上げる必要はないという方の挙手をお願いします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ６名です。よって、このたびはこの項目は取り上げることをいたしません。 

 次、日南病院。２９番、日南病院事業会計。日南病院開院６０周年記念シンポジウムを

成功させるよう、議会と執行部、病院関係者が連携して取り組む必要がある。そのために

も実行委員会を開催するなどの検討を進めていただきたいという意見が寄せられておりま

す。この意見について皆さん方の意見をお受けいたします。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 新規事業の中にもありますけれども、このたび日南病院が開院６０周年記念

のシンポジウムを開催されるということで、特に予算審査の中でも注目をしています。も

ちろん議会と執行部、病院関係者がもう連携して取り組んでいく必要があるということで、

日南病院が一般の町民を対象にこういうシンポジウムを開かれるのは近年なかなかなかっ

たわけで、非常に、これからの病院経営についてもよく町民の方に知ってもらうためにも

とても有意義な機会だと思って、あえて病院事業会計で取り上げましたのでよろしくお願

いいたします。 

○近藤委員長 記載に誤りがありました。日南病院事業会計のページ数ですが、新規事業

として取り上げてあります１７０ページということで検討をよろしくお願いします。 

 大西保委員。 

○大西委員 この記念シンポジウム、これは成功させるようにこの検討委員会をやるとい

うことですけども、もともと福祉の関係で文化ホールを使って、過去にも福祉保健課、そ

れから病院でこういったシンポジウムをやり講演やっておられますので、十分そのノウハ

ウはつかんでおられますので、これは十分検討されてると思いますので、あえて載せる必

要はないと思います。 
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○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 これ確かに、現在、今予算審査をしているわけでして、これはシンポジウム

に関してはＰＲして町民の皆様が参加しやすい形で参加できたり、そういった形で広報的

なことでよろしいと思いますので、これは上げる必要はないとは思います。 

○近藤委員長 そのほか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 ちょっとよく分かんないんですけれども、このシンポジウムっていうのはか

なり大きなものを考えてるんじゃないかと。もう本当に町民全体を対象にしたシンポジウ

ムということで、今まで議員対象の講演会とかそういったものは、こないだも日野病院の

院長先生からのお話なんかもありましたけれども、そういったものだったら別ですけれど

も、またこれはちょっと全く別で、とにかく日南病院について町民の方に広く知っていた

だこうということなので、これはやっぱり実行委員会なりをしっかり構成して取り組んで

いくべきだと思いますので、私はこの意見を取り上げるべきだと思います。 

○近藤委員長 大西保委員。 

○大西委員 私は、再度になりますが、病院と福祉保健課が中心になって、毎年このよう

な映画であったり、いろんな外部から呼んできてシンポジウムをやっておられます。大体

会場の半分ぐらいになるんです。今回はマックス５００人ですので。ただ、コロナの内容

でどうなるか分かりませんけど。こういった形でいくと、そのノウハウはもうつかんでお

られますので、広報であるとか、それから集客、例えば、いろんな老人クラブであるとか、

福祉の関係とかいうことであると思いますので、もう検討されておるので、あえてこれに

載せる必要はないということで意見を申し上げます。 

○近藤委員長 日南病院の将来を考えて、６０周年の記念シンポジウムを成功させるため

に実行委員会の開催を求める審査意見と、これをあえて載せる必要なく、日南病院のほう

が主体となってやってもらえたらよいという意見と２つ出ております。 

 ここで審議を打ち切ります。２９番をここに採用すると思われる方の挙手をお願いいた

します。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ２名です。 

 あえてこのたび採用する必要がないという方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 
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○近藤委員長 ６名です。意思表示は、はっきり明確にしてください。この２９番に関し

ては採用しないということです。 

 続いて３０番、再生可能エネルギー発電事業特別会計についてであります。導水路の修

復工事が予定され、明らかに売電収入が年間を通じて見込めない中、通常年どおりの売電

収入が計上されている。予算の妥当性に疑念を抱く。歳出の基金積立金と歳入の発電所売

電収入をそれぞれ３００万円（大ざっぱであり確認が必要である）減額する予算の修正も

検討すべきと思うという意見が寄せられております。これについて皆さん方の意見をお伺

いいたします。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 これ、提出した時点で番外ということで、審査意見としての提出ではありま

せん。この委員会として修正も検討すべきではないかという思いでありますので、審査意

見ではないということを、まず確認をいただきたいと思います。 

○近藤委員長 分かりました。ということですので、これは最後に再度検討、話をすると

いうことで最後のほうに回させてもらいます。このたびは審査意見についての検討をいた

しますので。 

 続きまして、追加のファイルです。３１番、青年結婚・ＵＩターン促進事業及び観光振

興対策事業の項目であります。新法人の業務推進体制の業務執行理事と事務局長の兼任は

可能であると考える。移住定住部門３人、観光部門３人、さらに専属の事務職員もいるの

で組織の実務部門の長として事務局長がいる。一般財団法人エナジーにちなんでの実績を

考えれば可能であるという意見をいただいております。 

 この意見を採用すべきか採用すべきでないか、皆さんの意見をお伺いします。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 これは、人件費の観点もあるんですけども、それで、代表理事が誰になるか

ということも大きく左右はするんですけども、移住定住部門３人、それから観光部門３人、

それぞれの方がプロフェッショナルな仕事をされれば、事務局長がその頭、ヘッドとなっ

て、総務部門も１人いらっしゃいます。だから、総務的な経理、総務、その他の事業は専

属でついています。そうすると、もう業務執行理事というのは、やはり事務局長、エナジ

ーにちなんでもこれは当然、エナジーにちなんがそうであったわけですし、可能であると

思いますし、代表理事は、代表理事が公印の保有者ですよね。そうすると、もう業務執行

理事は事務局長が兼任することは可能であると考えます。よって、これはしっかりと審査
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意見として上げるべきだと思います。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 このこともまさしく予算編成に当たって新法人の体制が不十分であるという

ことの指摘に当たることだと思いますが、具体的に詰めがされていないので何とも言えな

いところがあるんですけども、一般的に考えれば、新法人の体制っていうのは新法人で考

えられるべきことであって、それに、そこに委託料が発生しますので、人数が何人ならこ

の委託事業が遂行できるかっていうことはあると思いますけども、業務執行理事がとか事

務局長の関係性についてあまり発言、指摘すべきことではないのかなと思ってます。 

 逆に考えれば、代表理事が常勤として職務に当たることもあってもいいと私は思ってま

すので、これまでにありました新法人の取組のところに包括的にあればいいのかなと思っ

てます。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 先ほど委託料という話が出ました。委託料があるからこそ、これはやはりよ

く審査するべきところだと考えます。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 だけど、そこが具体的には審査できる資料がないわけですよ。どういう方が

理事に、何人理事で、どういう方が職員なのかも全く見当がつかない状況ですので、委託

料として上げるんだけども、前段のところに法人のところでありましたように、委託業務

が有効的かつ効率的に遂行できるように指導されたいということに包含されるんではない

かなと思います。 

○近藤委員長 ほかにどうでしょうか。 

 僣越ですが委員長としての意見も述べさせていただきますと、この新法人についての業

務執行理事、事務局長あるいは代表理事、そういった中の誰がなるかによって、その立て

分けが全然変わってくるわけなんです。先ほど坪倉委員もおっしゃられましたけど、業務

執行理事に誰がなられるかによって事務局長との兼任が可能なのか、もし可能ならば、可

能ではない、これを併せたら事務局長の理事を選任をせにゃいけんという、やはり理事と

事務局長というのは責任の所在が全然違うわけでありまして、全然、兼任することも可能

なんですけど、兼任ができない状況も生まれるということはあると思います。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 委員長おっしゃるとおりだと思います。だから、誰がなるかによって、兼任
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できるかできないか、だからこそ、よくしっかりとした人事をしていただきたい。人事に

首を挟むところではないですが、よくしっかりしたプロフェッショナルな方を求めたいと

思います。 

○近藤委員長 今、これを採用するかしないか、それと、１番、６番、二十何番で予算編

成するときの事業の精査の仕方、準備の仕方、法人の準備であったりいろんなことですけ

ど、そういう括りの中でこれを入れたらどうかという意見と、２つ、今あるようです。そ

ちらのほうで皆さん方の採決を採りたいと思いますが、どうでしょうか。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 新法人設立のことについての文言を一言入れられれば、かなり整理できるん

じゃないかな。まだ分からんわけですよね。法人の名称も分からんし、何も分からん状態

ですので、その新たに設立される新法人のことを一言入れられてもらえば、要するに業務

委託ですから、委託料の関係があるので、その点をちょっと書き込んでもらえればそれで

いいじゃないかなと思います。 

○近藤委員長 意見をいただきました。今までも話し合いましたけど、予算編成をするに

当たっては積算根拠であったり組織の説明であったり、そういったことが不十分だという

のが今までの意見で出ておりました。その中でこの新法人も同等な扱いにして、先ほど言

いました３つの項目の中に入れて、その中で繰り入れたいと思いますが、どうでしょうか。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 でも、委員長、それは少し違うと思い、１１番のとこで新法人のことに触れ

てますけども、そのＵＩターンに限らず、観光事業も含めて新法人という項目を立てて、

新法人に対して有効的かつ効率的な運営ができるように指導されたいというまとめにする

ということだったと思いますので、そこに、１１番を核としながら入れたほうがいいと思

います。 

○近藤委員長 分かりました。今、坪倉委員のほうから、１１番の新法人の項目があるわ

けでありまして、この中の効率的かつ有効的に委託業務が遂行され、期待する成果が上が

るよう新法人を指導されたいという中に、前文としてこの項目を入れたいと思いますが、

どうでしょうか。（「いいです」と呼ぶ者あり） 

 異議ありませんか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 分かりました。ほんなら、そういう形での取組をしていきたいと思います。 

 続きまして、農林課、町造林事業、３２番ですね。Ｊ－クレジット販売手数料が前年よ
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り４倍以上（２１６→８８万円）になっている。販売量が計画では２倍（５，０００→１，

０００万円）である。販売手数料が５％から１０％になると説明があったが、５％の据置

きはできないのか検討すべきである。金融機関以外に保険会社も参入されているが、本当

に手数料の増を求められているのか疑問である。行財政改革……。 

○大西委員 そこの部分は違うでしょ。その３行は違いますから。 

○近藤委員長 はい、分かりました。 

 訂正をいたします。この３２番の項目の下３行は、これは今まで出たところで載ってお

りますので、これは削除してください。本当に、こういった間違いもあります。執行部で

も多々あるので、当然ありますので、御容赦をお願いいたします。 

 そういうことで、３２番の一番最後は、疑問であるで閉じます。これについて皆様方の

意見を求めます。 

 大西保委員。 

○大西委員 これについては、昨日委員長が農林委員会に聞いていただきまして、ありが

とうございました。いろいろ県内の状況も分かりまして、県の造林公社が１万２，０００

円ということで、これほとんどもう売り切れてしまったと。これも合銀さんがほとんどや

っておったそうでございます。それで、今まで５％でやっているんですが、１０％に本当

に上げなければならないのか。例えば、具体的にいうと鳥銀さんに米子信金さん、そして

保険会社、これまでこの方が実際に、いろんな日南町の知らんものまで買っていただいて

されておるので。要するに、会社のＣＳＲ、そういったコマーシャルベースでなっておる

ので、あえてこの手数料を５％から１０％、合銀さんにすればいろんな広報で、新聞で、

合銀さんはこうやってやってるのかという、大きく宣伝費みたいなものなんで、あえて１

０％に上げる必要ない。それで、逆に合銀さんがそこを強く言ってるのがちょっと聞こえ

ないんですけども、私はこのまましてはどうか。 

 もう一つは、町の保有が来年のも、いや、来年度の途中でもうなくなりますんで、その

期間だけ１０％上げれば、次に、例えば、森林組合のほうになれば、森林組合がその手数

料を払うようになるので、ちょっとその辺も疑問がありますので、あえて、もうややこし

いときなんで、このまま合銀さんと、ちょっと申し訳ないけども、このまま据置きできな

いかは検討すべきであるという意見をしておきます。 

○近藤委員長 これに対しまして、皆さん方の意見を求めます。 

 坪倉勝幸委員。 
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○坪倉委員 ちょっと判断の迷うとこですけども、町として、なぜこのタイミングで倍増

の１０％にしなければいけないのかっていうとこは、大西委員と一緒で、理解に苦しむと

こです。本当に４年度中には全てがなくなって、５年度以降、町長の方針として追加認定

を受けないということですから、５年度以降この事業がなくなるのに、なぜ今のタイミン

グで上げなければならないのか理解できません。 

 ちょっと文章的に疑問であるというふうになってますけども、据置きの交渉をすべきと

かっていうようなことは求めてもいいのかなと思ってます。 

○近藤委員長 文章は疑問であるという閉じ方でなしに、据置きをするべきだという強い、

であったり、再検討をするべきだというような、ちょっと若干強い言葉に変えて、これは

採用すべきだという意見に今取りましたが、皆さん方の意見はどうでしょうか。（「異議

なし」と呼ぶ者あり） 

 そういう形での取りまとめでよろしいですか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 それでは、若干文章のほうは変えさせていただきます。上のほうの４倍とか２倍とかの

を削りまして、今の時期に５％から１０％に引き上げるのはちょっと疑問を感じるという

文章から始めて、５％の据置きを求めるというような書き文にちょっと考えてみますので、

了解をよろしくお願いし、またの検討をよろしくお願いします。（発言する者あり） 

 もしこれをあれするなら予算は認めないということになりますが、その点の検討につい

ても、手数料が８８万円という予算が計上されておるわけでありまして、据置きすべきだ

という文言にした場合は８８万円を認めないということになりますが、その点の検討もよ

ろしくお願いします。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 その８８万円を認めないということではなくて、当然、日南町だけが５％を

主張しても、合銀さんが、じゃあ５％なら一切やりませんよということになるのかもしれ

ない。やっぱり交渉事ですから、相手があっての交渉事ですから、交渉をされたいという

ようなことで私はいいと思います。一方的に町が町執行部だけで決定できる事柄ではない

ので、交渉を求めるとか、されたいとかということでいいと思います。 

○近藤委員長 いうことです。５％の据置きに向け交渉されたいという文言で閉じたらよ

ろしいですか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 古都勝人委員。 

○古都委員 文面はまたじっくりやらにゃいけんのかも分かりませんが、いわゆる最後２
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段、本当に手数料の増を求めているのかというような疑問とか疑いの表現はまずいと思い

ますんで、先ほど言われたように、すっきりとした文章で、検討されたいとか交渉された

いとか。ですから、もうちょっと削ったほうがいいではないかと考えます。 

○近藤委員長 大幅に削って提出していきたいと思います。またそのときに再検討をよろ

しくお願いいたします。 

 続きまして、３３番、森林保全総合対策事業。カーボンオフセットクレジット売払い収

入が１，０００万円とあるが、販売量では１，２５０トンである。令和４年度の途中で町

の保有量がなくなる。町は対応として町の他企業の保有量を共同販売検討しているとのこ

とであるが、検討が遅過ぎる。以前より指摘をしている。本来あるべき姿の町有林のＪ－

クレジットの新たな取得申請を早期にすべきである。また、道の駅へのＪ－クレジットの

寄附を再度やめるべきと求める。すみません、括弧を省略しました。やめるべきと求める

という意見書を提出いただいております。これに対して皆さん方の意見を求めます。 

 大西保委員。 

○大西委員 これも私が書いたんですが、私は思いをそのまま書いたので、文章の内容に

ついてはまだですけど、要するに、あえて２０５０年、カーボンオフセットゼロという形

で売ってる町、そして１１万トンのＣＯ２の量が持っておるということもありますので、

今現在６，６００トン、森林組合９，０００トン、要するに１万５，０００トンで。だか

ら、本当にまだまだ申請さえすれば町の保有量はいけるはずなので、それを再検討してい

ただきたいと、本来あるべき姿にすべきという思いです。それで、例えば森林組合だった

ら本当にこれからの管理、それからクレジット基金とかいろんなものにいろんな波及して

きますので、本来あるべき姿であるべきだと思っております。 

○近藤委員長 これに対して皆さん方の意見を求めます。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 町内他企業の保有量を共同販売するっていうとこの聞き取りがしっかりでき

てないっていうことはありますけども、これ、森林組合が持っとる保有量を町が共同販売

して、それが町の売上げになるのかっていえば、ならないと思います、森林組合の売上げ

で。ですから、この町長の言葉っていうのは本当にまやかしと感じざるを得ないところが

あります。そういうことを踏まえた上で、やっぱり大西委員が言われたように、町として

申請可能な森林がまだあるわけですから、しっかりと申請をして、Ｊ－ＶＥＲを取得して、

継続的な販売活動ができるような取組はまずやるべきだと思ってますし、最後の１文につ
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いても、本当に道の駅への寄附によってカーボンオフセット、ＣＯ２排出ゼロの道の駅っ

ていうような宣伝も現状にふさわしくないと思いますので取り上げるべきだと思います。 

○近藤委員長 今、提案者の大西委員の思いと、それから坪倉委員の、両方とも採用すべ

きという意見の下ではありますが、坪倉委員のほうからは他企業との保有量を共同販売す

るというのは日南町の収入に恐らくならないということで、検討が遅い、遅過ぎる、どっ

ちかいったら町としては取得申請を早期にすべきだというこの意見と、それから道の駅の

Ｊ－クレジットの寄附をやめるべきという議会としての意見を取り決めるということで採

用を認めるというような発言がありましたが、そういった形でよろしいでしょうか。それ

とも取り上げる必要はないというお考えの方があったら発言を求めます。 

 それでは、取り上げる必要はないという意見がありませんので、これはもう文言を検討

した上で取り上げていきたいと思います。 

 それでは、最後になりますけど、本日提出されました追加の資料でございます。企画課、

３４番、観光振興対策事業であります。レンタルサイクル事業において、既にエコツーリ

ズムの活動として電動アシスト自転車を活用している地区もあり、町の備品として購入す

るのでなく、町全体の施策として推進するために、新法人に対し補助金、助成として対応

すべきと考えるという意見をいただいております。この意見に対して皆さん方の意見を求

めます。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 これは観光対策事業、頂いた資料の一番下に載ってた電動サイクルの購入資

金というのがあります。１台が１８万幾らで１０台分、１８万の１８０万ですか、そのこ

とに対しての意見です。購入して町の備品として管理するんではなくて、新しい法人に対

して助成金とか、そういう形で支給するほうがいいんじゃないかなという意味を込めた意

見であります。 

○近藤委員長 すみません、電動アシスト自転車を町の備品として購入するではなく、要

するに、電動アシスト自転車を購入することはやめたほうがよいという意見書でしょうか。

それとも、買って町の備品として置いとくでなしに、新法人で活用してもらうようにした

ほうがよいという意見なのか、ちょっとお伺いします。 

○荒木委員 要するに、町としては、新しい法人が法人として購入するための資金として

助成をするべきで、町として購入するべきではないという意見です。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 
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○岩﨑委員 この件について若干質問したときに、いわゆる新法人への委託料の中で自転

車を購入するということになっとって、じゃあ、それって委託料を出して自転車買えば、

所有者っていうのは新法人になるのかって問うたところ、それは町のものですよというこ

とでありました。ですから、この意見を出すとすれば、このアシスト自転車購入費という

部分を委託料をカットして、新たに町の予算書上は町の備品購入として１８０万を計上し

なければならないということですよね、そういう考え方ですか。ちょっとそこのところ…

…（「それまた説明が違う」と呼ぶ者あり）明確でないもんで。 

○近藤委員長 荒木博委員。 

○荒木委員 予算の説明のときに、購入した自転車は誰が管理するか、町の備品としてと

いう説明があったので、これを上げたわけです。 

○近藤委員長 うん、分かります。それは分かりますが、要するに、町の備品でなしに、

新法人の備品にしなさいということですか。補助金を新法人に出して、新法人のほうで購

入されて、新法人の備品として管理しなさいという。（「そういうことです」と呼ぶ者あ

り）そういうことですか。ということだそうです。（「分かりました」と呼ぶ者あり） 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 その扱いというのがどうなのかはあれですけど、私が一番思うには、新法人

が資産として所有するんではなくて、もうリース物件、いわゆる軽自動車とかをよくリー

スされますですよね、法人がね。例えば林業アカデミーさんとか、その他いろいろとリー

スでやられます。別にここで備品として買う必要がなぜあるかというとこだと思います。

委託料の中にリース料として計上するんであれば、誰も所有者がない、いわゆる業務に使

う分を、その年度分をリースで払うという非常にスマートな予算になるんじゃないかと私

は思うんですけど、どうでしょうか。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 すみません、リースというのも一つの方法であるし、法人に補助金を出して

法人の備品にするというのも一つだと思いますけども、従来の観光協会、そして新法人の

流れとして、例えば使うパソコンであったり机であったり、全て町が準備して、本当に業

務だけを委託するという流れでこれまで来てます。今回も立ち上げ費用１２０万もあった

りして、その中には、今度、人も増えるわけで、それは机とかパソコンとかっていうのも

含まれるのかもしれませんけど、やっぱりそういう全体の流れからすると、やっぱり法人

に委託料で買ってもらって、その分はあくまででも全て町ですよという流れ、統一性から
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いってそういう流れも考えられるし、あってもいいのかなとは思ってます。 

○近藤委員長 いろいろ意見が出ております。レンタサイクル、要するに電動アシスト自

転車を購入するということはどうも異議がないようでありまして、それの運用とその所在

ですね、に対して皆さんいろんな考えがあるようです。この電動アシスト自転車を誰かが

所有しても、町内に入ってきたときにどういう形が一番活用される体制になるかならない

かというのもやっぱり考える必要が自分とすればあると思いまして、町で保有してるほう

がよいのか、観光協会で保有してるほうが活用機会が増えるのかという考え方もあるんで

はないかというような気もするわけです。リースという考えもありましたね、すみません。

これをリースとして借りて年間使用してリースを更新したり、いろいろな方法があろうと

は思いますが、これがリースであるのかないのかも分かりませんけど、リースにするとか、

新法人に町から購入部分の金額を補助金として出して、新法人が買われて活用されるとい

うこと、それから町が買って、町から新法人に向けてリースするという方法、いろいろあ

るわけでして、どの方法がよいか意見として分かれているようですが、どういう形で取り

まとめたがよいですか。 

 坪倉勝幸委員。 

○近藤委員長 それは町の備品であっても管理はこの新法人がするわけですから、利用の

面についてはさほど影響はないと思います。ですので、あえてここで意見として上げるで

なくて、今までの全てが備品等について、委託費で直接業者とのやり取りは法人がされて

も、あくまでも町のものであるという原則に立てば、こういう現時点でこの意見は特に必

要ないと思ってます。 

○近藤委員長 これを取りあえず今の時点では採用する必要がないという意見が初めて出

ました。これに対しての意見を求めます。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 今、いろんな意見が、委員長も言われたように何通りかあるわけで、リース

とかいうこともあります。じゃあ、町の備品として購入するべきではないというのは、取

りあえずこれは取り下げておきたいというふうに思います。 

○近藤委員長 ここに出されたものを取り下げるというのは一応できませんので。（発言

する者あり） 

 荒木博委員。 

○荒木委員 今までの委員会の特別委員会のときも取り下げた経緯がたくさんありますの
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で。 

○近藤委員長 ああ、そうかな。 

○荒木委員 はい。（「できる」と呼ぶ者あり）できると思いますが。 

○近藤委員長 はい、分かりました。前例に今は従っていきます。提案者のほうがこの提

案を取り下げるということで、ですので、このたびはこれを採用しないということで決し

ます。 

 これで皆さん方から提出されました審査を全て終了いたします。 

 ここで次の話に進む前に暫時休憩をいたします。再開を２時２５分といたします。 

〔休  憩〕 

○近藤委員長 休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 先ほど、審査意見の取りまとめについて、皆さん方の意見をお聞きいたしました。それ

によりまして採用すべき項目が決定しましたので、これを順を追って確認しながら、皆さ

ん方の思い入れの言葉などを反映したいという言葉がありましたら、今後、文章をつくる

のに参考にしたいと思いますので、協力をお願いいたします。 

 まず最初に、１番は採用するということで、この１番につきましては、項目６の行財政

改革実施計画で始まる項目と１１番の移住定住を効率的に推進するためという頭と、それ

から２５番の介護福祉奨学金でありますけど、予算編成の段階で適正な算出根拠を示され

たいというのを、この４項目を２つぐらいに分けた文章にして意見書として出すというこ

とで話を伺っておりますが、それで間違いありませんか。（「はい」と呼ぶ者あり）１と

６と１１と２５が大体一応、計画であったり予算編成に対してなかなか準備ができてない、

精査が足りないというような審査意見としたいと思っております。（「はい」と呼ぶ者あ

り） 

 それから、２番、採用するということで、それから３番は不採用ということで、４番も

不採用ということで、それから５番が不採用、６番が１番と最初と合併して採用するとい

うことで、７番が不採用、８番も不採用ということで、９番と１０番を一緒にして内容を

精査して採用ということでいきます。それから、１１番も最初の項目と合併していきます。

それから、１２番は不採用ということで、１３番と１４番を合併して文言を精査した上で

採用ということにいたします。それから、１５番が不採用ということ。１６番も不採用と

いうことで、１７番が、これが、待って、１９番……（「１９番と合併」と呼ぶ者あり）

１９番と合併して採用ということで決定しました。１８番が……（「２０番」と呼ぶ者あ



－58－ 

り）２０番と合併をして採用ということで、２１番が不採用ということ、２２番も不採用、

２３番も不採用ということで、２４番も不採用ということで、２５番が１番のほうに組み

入れて採用ということになっております。２６番が不採用ということです。２７番、２８

番、２９番が不採用となっております。３０番はこれから審議をお願いしますけど、３１

番は不採用だったね。（発言する者あり）３１番、何だったっけな。（「新法人での体

制」「取り下げます」と呼ぶ者あり）１１番の新法人と合同して生かすということで検討

してみます。 

 それから、３２番が採用ということで、これがこの時期に手数料の５％から１０％に変

更するのに疑問を感じると、据置きに向け交渉されたいというような文章に変えるという

ことです。３３番が上のほうをやめて検討が遅過ぎる、Ｊ－クレジットの新たな取得申請

を早期にすべきである、道の駅へのＪ－クレジットの寄附をやめるべきと考えるかな、と

求める、そういう形でいうことであります。３４番が取り下げるということであります。 

 以上で間違いありませんか。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 さっきありましたけども、１１番は１番に含めるということではなくて、ほ

かの法人関係のものと１１番を基にして新法人っていう項目を立てるということではなか

ったですか。 

○近藤委員長 いろいろ変わっております。 

○坪倉委員 １１と３１番とかっていうことも含めてですね。 

○近藤委員長 お諮りします。今まで流れに対して、なかなか自分はっきり分かりません

けど、新法人の項目を１項目設けた意見を取りまとめるということでよろしいでしょうか。

（発言する者あり） 

 なら、新法人は予算執行のとか計画とかは別に、新法人というくくりの項目を１つ提出

項目をつくります。（「それは何番と何番をまとめるのか」と呼ぶ者あり）新法人と書い

てあるやつは全部寄せます。（「１１と３１」と呼ぶ者あり）１１と３１だそうです。１

１と３１ですか。（「そうですね」と呼ぶ者あり） 

○坪倉委員 予算編成過程について、福祉人材確保事業とかということも含めるというこ

となんで、休憩前のときも発言したんですけど、６番の行革推進についてはやっぱり別で

お願いをしたいと思います。 

○近藤委員長 ６と１０……（「６は単独」と呼ぶ者あり）６番は別建てでの審査意見の
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取りまとめにしてほしいということであります。そういう形でよろしいですか。（「は

い」と呼ぶ者あり）ほんなら、６は別建てということで取りあえずつくって皆さん方にお

示ししたいと思います。 

 １１と３１が別建てで新法人の項目、いうことは、１と２５が１つの項目として立てる

ということでよろしいですか。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 何よりも次のたたき台ができるかできんかが問題であります。（笑声）これが大変不安

でございますが、それでは、３０番に戻っていただきまして、これ、予算審査ではない、

意見書ではない項目ですけど、予算について疑問が感じることがあるということでここに

提出されております。これについての説明を提案者に求めます。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 まず、書いておりますけども、基本的には当初予算案の修正を求めたいと思

っております。 

 今回、明らかに売電収入が見込めない期間が半年に及ぶということでありながら、通常

年と同じように１，２００万円の売電収入が見込まれております。地方自治体の予算のつ

くり方っていうところに、少し駄弁でありますけども戻りますと、当初予算のやっぱり年

度期間中に町長として何をしたいのか、何をしなければならないのか、そういったところ

を事業計画を立てて、それの事業に必要な経費を見積もる。その経費を賄うために財源を

どこに求めるかっていうところが基本なわけであります。 

 そうした中で、この再生可能エネルギー発電特別事業会計、基金積立ては別といたしま

しても、大体８５０万ぐらいの経常的な経費がかかるわけであります。そうしたその経常

的な経費、１年間の事業費がかかる中において１，２００万の売電収入を充てておられま

すけども、実際これが歳入欠陥に陥ることはもう既に明白であります。そういう予算の立

て方が、これはもうまず基本的に地方自治体の予算として適切でないと思います。 

 ですから、仮に、今回収益的事業の特別会計でありますけれども、そういった事態が想

定されるときには、一般会計から必要な資金の繰入れ、あるいはその前に基金があれば基

金からの繰入れ、そして、あまりいい方法じゃないんですけども、次年度予算からの繰上

げ充用というようなことも、これは決算段階でないとなかなかできないですけども、そう

いう手法もある中で、全くこれまでと同じような考え方で歳入見積りをされております。

当初予算の位置づけ、意義などに照らして、不適切な予算と言わざるを得ないと思ってお

りますので、まず、財源とされております売電収入を、明確なところは確認が必要であり
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ますけども、半年分が半年期間発電できないとすれば、半額に減らして通常の経費として

見込まれる８５０万を捻出するために、その相差であります２５０万程度は基金からの繰

入れで必要な財源を確保するという予算に修正すべきだと思っております。以上です。 

○近藤委員長 提案者からの説明がありました。予算の立て方が適切でないということで

す。当初予算というのは年度内に何がしたいか何をするのか、それを精査した上で示す必

要があるが、財源収入が、要するに収入ですね、発電所売電量が明らかに発電施設が停止

してる状況の中で通常年の売電収入が記載され、それに基づいた執行経費が計算されてい

るということが一におかしいということで、この発電売電量が発電可能な期間にとどめて、

その発電量で補えない部分は予算計上してある基金積立金をゼロにし、また足らない部分

は基金から繰り入れるという予算書に組み替えるべきだという提案であります。というこ

とで多分間違いないと思いますが、それに対して皆さん方の考えをお伺いします。議会の

ほうでこの予算書を修正して提出すべきかどうかということです。その点についてお伺い

します。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 予算審査のときに住民課長のほうから説明があっております。大体工事のほ

うも入札した工事について９月末というような、かかるという説明はあったんですが、実

際に工事が１か月、まさか１か月は終わらないとは思うんですが、２か月、３か月で終わ

る場合もあるし、はっきりしないので当初予算を上げたという説明だったというふうに思

いますので、確かにそのとおりということがありますので、私はこれでいいんじゃないか

なというふうに、取りあえず意見としては一番最初の予算計画のほうに、１番の全体のほ

うに一言加えるということでよろしいんじゃないかというふうに思います。 

○近藤委員長 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 半年が適切かどうかっていうのは分かりませんけど、標準工事期間が１９０

日だというふうに言われて、説明もありました。そういうことからして、それこそ６か月

で、６か月かからずに早く終われば１２月とか３月での予算の補正っていうのはあり得る

と思いますし、逆に工事期間が延びたときにはさらに補正ということはあると思いますけ

ども、まず当初予算として財源が適切でないと言わざるを得ない。それは補正とは全く考

え方が違うと思ってますので、ぜひ賛同いただきたいと思ってます。 

○近藤委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 私は実はこの３０番は具体的なことも書いてありますので、例えば１番の全
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般の中に、ここにも例えば教育住宅管理何かというようなことも書いてありますけれども、

もう一つつけて、特別会計においてということではっきり分かるようにして、今後気をつ

けられたいというような形で今回は処理をしたらと考えております。聞いとった。もう一

度言いましょうか。 

○近藤委員長 いや、結構です。 

○古都委員 はい。 

○近藤委員長 今、執行部のほうから２時５０分に臨時放送が流れるということですので、

その間、若干会を中止しますので、その辺をお含みおきをお願いします。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 昨日でしたかね、住民課の聞き取りもしました結果、やっぱり売電収入が明

らかにもう見込めんということが明確になりました。ですから、当初予算の修正を、結局

議員発議でなければできないかなとは思いますけども、もし執行部が一旦提案された予算

を修正……（「訂正」と呼ぶ者あり）訂正ですよね、事件として。訂正されればそれはそ

れでいいし、そのための科学的な根拠がもう明らかになっているわけですから、この時点

で。繰越明許されてるわけですよね。それで、２月の何日かに入札されて、現在工事中だ

という話でしたよね。ですから、予算を執行部から再提出されるのが一番ベターかなと思

いますが、どうでしょうか。坪倉委員、どう思われます。 

○近藤委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 古都委員がおっしゃいましたように、やはり確かに当初予算の見積りという

のが多々、このたびの再生エネルギーの関係以外にもあったわけでございます。額の大き

い小さいというのが一つの判断にもなるんかもしれませんけれども、そこら辺りの細かい

ことを、これを追及というか、意見として取り上げるという方向性が出てしまうと、ほか

なものにもやはり影響も出るということもあろうかと思います。 

 それと、やはり予算を編成するタイミングというのもあります。実際にはもう１２月頃

から予算を見込みながら積算をして、最終的に３月定例会に提出するという時間的なもの

もあったりしまして、なかなか本来でしたらしっかりとした予算を組むっていうのが当た

り前ではありますけれども、やっぱりそこら辺は考慮すべき部分ではないかと思います。

そこまで厳しく議案の修正というのを議会が行うべきかどうか。実際この再生エネルギー

の事業に関しては、歳入歳出、今の時点では合っとるんですけど、実際これから基金を取

崩しということも出てきたりするんですけども、その辺りで実際にこの事業ができないと
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いうわけではないと思います。やはり補正を絡めながら、現状にあって予算の補正を適宜

やっていただきながら、そこで議会もチェックをしていくという流れというのも一つの考

え方だと思いますので、あえて修正というような形を取らなくてもいいんではないかと思

います。以上です。 

○近藤委員長 大変熱が籠もった議論が繰り広げられておりますが、ここで３時まで若干

休憩を入れたいと思います。３時まで休憩いたします。再開は３時からです。 

〔休  憩〕 

○近藤委員長 休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 ８番のその他で再生可能エネルギー発電事業特別会計に対する議案の組替えというか訂

正といいますか、今のところ、この再生可能エネルギーの発電ができない状態での１年間

通した売電収入が計上されている。大変当初予算としての予算組みとしてはおかしいので、

執行部のほうの事件としての訂正を求めるか、議会として修正をすべきいう意見と、そこ

までしなくて、１番の全般の項目の中に、いろいろ事業に対する調整が不十分のまま予算

編成されているという項目に、具体的な事業名を上げて意見書とするべきというような意

見が大体、この２通りの意見が出ていると思います。これに対して再度皆さん方の意見交

換を求めます。 

 坪倉勝幸委員。 

○坪倉委員 休憩前に岩﨑委員からの発言もありましたけども、１番のとこの予算編成過

程に対する意見というようなレベルとは全く違うと思ってます。例えば一般会計でいいま

すと、全てなんですけども、議決は款、項までです。それ以下の節等については執行部の

権限で流用可能ですし、また、予備費の活用についても町長の判断できるっていうことで、

予算編成過程、本日も議論いたしました予算の根拠が不十分ではないかというようなこと

とは全く違って、今回の再生可能エネルギー特別会計については、歳入欠陥がもう見込ま

れておるという当初予算であります。このことは非常に大きな問題だと思います。議会と

してチェック機能を、こういうときこそ議会の権能をしっかりと発揮して、執行部が足ら

ざるところを議会が補うというその取組はこういうときにこそしっかりと発揮すべき事柄

だと思います。 

○近藤委員長 皆さん方の意見を求めます。大変重要な案件ですので、できましたら皆さ

ん方の意思の表示をお願いしたいと思います。この項目についての意見を求めております。

（「全員に発言を」と呼ぶ者あり）できたら全員の意見を、こういった大変重要な問題で



－63－ 

すので、意見を述べていただきたいということです。 

○近藤委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 同僚委員、荒木委員が言われたようにっていいますか、住民課長も説明があ

りましたように、その作成時点、いつ作成かっていう時点もありますし、この後、例えば

ここで直してもまた次どこかの時点で金額、月によって売上げは修正は当然出るであろう

し、それで特にこれを、どういうのかな、改めてっていうのではなくて、荒木委員と同じ

方法で私はいいと思います。 

○近藤委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 この事業については先日補正予算で繰越明許が可決されておりますので、９

月まで工事がかかるということはもう議会として認めてるわけです。それに対してここの

１，２００万の収入というのは矛盾した予算が組まれているということで、まさしく先ほ

ど坪倉委員がおっしゃってたとおり、歳入欠陥を含んでる予算であるということなので、

やはり修正していったほうがいいと私は思います。 

○近藤委員長 大体意見が出そろったように感じます。意見がもう少し言いたいという方

がおられましたら受け付けます。 

 ないようです。この意見についていろんな取り組み方があると思いますが、取りあえず

この意見に対して議会として修正をするかしないかについて皆さん方の賛否を問いたいと

思います。（「予算書のみですか」と呼ぶ者あり）これを含んどるので予算書の修正です。

再生可能エネルギー発電事業特別会計の予算に対する議会として修正をするという議決を

取りたいと思います。これを議会として修正をすべきという方の挙手をお願いいたします。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ３名です。これを何らかの形ということにしときます。意見書として上げ

て、修正までは至らないということで、意見書としては上げるということですけど、その

方向で進めたほうがよいというお考えの方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

○近藤委員長 ５人です。よって、この項目につきましては、何らかの形で意見書をつけ

て、意見書として提出するということで決しましたので、了解をお願いします。また、委

員長としても担当課のほうには申入れを申し述べたいと思っております。 

 以上をもって本日の委員会を閉じたいと思いますが、次は月曜日に総括の２回目という

ことになっております。委員長、副委員長で原案をつくって、月曜日には提示したいと思
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います。それに対して皆さん方の意見を求めたいと思いますので、皆様方もその意見を考

えておいていただきますよう、よろしくお願いします。 

 本日はこれをもって委員会を閉じます。御苦労さんでした。 
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